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群馬県農業技術センター 

 

Ⅰ 概要  

 

１ 所在地 

【本 所】伊勢崎市西小保方493番地 

【前 橋 研 究 拠 点】前橋市江木町1251番地 

【中山間地園芸研究センター】沼田市井土上町1278番地 

【東 部 地 域 研 究 セ ン タ ー】館林市当郷町1132番地２ 

【高冷地野菜研究センター】吾妻郡嬬恋村大字田代301番地 

【こんにゃく特産研究センター】渋川市上の原3092番地１ 
 

２ 沿 革 

明治 28 年 前橋市岩神町に農事試験場として創立 

明治 34 年 前橋市前代田町に移転  

昭和 13 年 群馬郡上郊村に上郊原種圃を、新田郡木崎町に木崎園芸分場を新設 

昭和 21 年 北群馬郡金島村に金島こんにゃく試験地を新設 

昭和 22 年 金島こんにゃく試験地を農林省に移管 

昭和 23 年 勢多郡桂萱村に経営技術農場を新設 

昭和 25 年 農事試験場を農業試験場と改称 

昭和 26 年 金島こんにゃく試験地を農林省より引き継ぐ 

上郊原種圃を上郊畑作試験地と改称 

昭和 30 年 原種部門を残し、本場を前橋市前代田町から江木町（前橋研究拠点）に移

転 

昭和 31 年 佐波郡東村に佐波東原種圃を、館林市東郷町に邑楽水稲試験地を新設 

昭和 35 年 沼田市横塚町に沼田果樹試験地を新設 

昭和 36 年 佐波東原種圃を佐波東営農改善試験地に改称 

昭和 37 年 藤岡市三ツ木畑作改良試験地業務を県農業技術課より引き継ぐ  

昭和 38 年 上郊畑作試験地を経営伝習農場（現農林大）に移管 

昭和 42 年 本場の第２農場（水田）として、前橋市石関町に石関農場を新設 

昭和 44 年 前橋市前代田町原種圃、藤岡市三ツ木畑作改良試験地、佐波東営農改善試

験地を廃止 

昭和 45 年 園芸試験場を新設 

金島こんにゃく試験地を渋川こんにゃく試験地、邑楽水稲試験地を館林 

水稲試験地と改称 

昭和 53 年 館林水稲試験地を館林試験地と改称 

昭和 55 年 高冷地試験地を嬬恋村に設置し、高冷地野菜の研究を開始 

昭和 58 年 組織改正により、農業試験場を廃止し、農業総合試験場に改組、各専門試
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験場に分室を設置、試験地は分場と改称 

昭和 60 年 生物工学研究室を新設 

昭和 61 年 農産加工指導センターを附置機関として新設 

平成 元年 こんにゃく分場を渋川市川島から渋川市上の原に移転 

平成 ２年 宮城村に花の技術及び情報の総合拠点として、花の総合センターを新設  

平成 ６年 農業総合試験場が廃止され、農業総合試験場を農業試験場に改組、東部 

分場を東部支場と改称 

園芸試験場は専門試験場となり、北部分場・高冷地分場の２分場が移管 

平成 ９年 園芸試験場に生物工学研究室を移管し、野菜果樹部、育種開発部、生産 

環境室を設置 

北部分場は中山間支場改称 

平成 12 年 宮城村の花の総合センターを廃止し、園芸試験場に花き部を新設 

平成 15 年 組織改正により農業試験場、園芸試験場、農産加工センター、病害虫防除

所を群馬県農業技術センター（以下「農業技術センター」という。）に統

合 
農業試験場は前橋研究拠点、中山間支場は中山間地野菜研究センター、東

部支場は東部地域研究センター、高冷地分場は高冷地野菜研究センター、

こんにゃく分場はこんにゃく特産研究センターと改称 

 
３ 設置等根拠 

  群馬県行政組織規則（昭和32年10月31日規則第71号）において、農業技術センターの
業務内容を次のように規定している（平成17年３月31日現在）。 
第二十七款 農業技術センター 

     （業務） 
  第八十七条 農業技術センターは、農業の振興を図るため、次の業務を行う。 

一 作物の品種育成、優良種苗の配布及び栽培についての試験研究及び調査に関

すること。 

二 農業経営、地域農業計画及び流通対策についての試験研究及び調査に関する

こと。 

三 地力及び環境保全についての試験研究及び調査に関すること。 

四 農業用機械、施設及び資材の改良、開発及び利用についての試験研究及び調

査に関すること。 

五 作物の病害虫の発生予察及び病害虫防除についての試験研究及び調査に関す

ること。 

六 作物の土壌肥料についての試験研究及び調査に関すること。 

七 作物に係るバイオテクノロジー及び遺伝資源についての試験研究及び調査に

関すること。 

八 農作物の加工及び利用についての試験研究及び調査に関すること。 

九 農業技術センター研究生の指導に関すること。 

十 地域共同開発の推進に関すること。 
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十一 その他農業関係の試験研究、調査及び指導に関すること（他の農業関係試

験場の主管に属するものを除く。）。 

 
４ 業務概要 

県農業の活性化と持続的な発展を図るため、自然的、社会的条件を最大限に活用した

次の業務を実施している。 
（１）オリジナル品種及び栽培技術の開発 
   ・  園芸作物、米麦、コンニャクを中心とした品種開発 
   ・  海外から導入した優良遺伝資源の活用や生物工学的育種技術による新品種開発 
   ・ 新品種等の特性を最大限に発揮させるための栽培技術開発 
 
（２）持続型・環境調和型農業生産に関する技術の開発 

     ・  水質・土壌等の環境に配慮した農業技術の確立 
     ・  環境負荷低減のための栽培技術改善研究 
     ・  バイオマス（有機性資源）の総合的な利用技術の開発 
   ・  持続的農業を目指した病害虫防除技術の開発 
 
（３）低コスト、省力化技術の開発 

     ・  農作業の労働軽減化技術の開発 
   ・ 低コスト・省力化のための機械化・装置化研究 
 
（４）農産物の高付加価値化技術の開発 

     ・  県産農作物の加工による特産品の開発 
   ・ 栽培方法と関連した食味や品質調査による高付加価値化栽培技術の開発 
     ・  県育成品種を中心とした高品質な農産物生産のための分析・調査 
 
（５）標高差を利用した生産技術の開発 

     ・  平坦地から高冷地まで展開される本県農業の特色を生かした高品質な地域特産物
の生産技術の開発 

   ・ 地域の特色を生かした周年生産・出荷技術の体系化 
 
（６）県農産物の販売力を強化するための調査研究 

     ・  農家等産地支援のための調査研究・分析 
  ・  地産地消を中心とした生産と流通販売の調査研究 
 
（７）県民の健康と食の安全を確保するための調査及び技術開発 

     ・  野菜等農作物中の硝酸イオンや重金属類の濃度を低減する技術の開発 
     ・  消費者ニーズに対応した生産から販売までの情報提供システムの開発 
     ・  農作物の機能性成分の検索とその利用技術の開発 
     ・  地域特産物の安全・安心確保のための農薬登録促進 
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５ 施設の概要 

（１）土地、建物の概要（平成17年３月31日現在）           （単位：㎡） 

土 地 建 物 
箇 所 

現況地目 実測面積 実測延面積 

敷 地 45,492

畑 76,793

その他 970
本 所

計 123,255

17,307 

敷 地 35,897

田 70,790

畑 90,188

その他 9,686

前 橋 研 究 拠 点

計 206,561

12,120 

敷 地 9,600

畑 31,906中山間地園芸研究センター

計 41,506

2,691 

敷 地 5,999

田 13,678東 部 地 域 研 究 セ ン タ ー

計 19,678

2,849 

敷 地 5,050

畑 31,926

その他 23,310
高 冷 地野菜研究センター

計 60,286

1,641 

敷 地 15,300

畑 20,140こんにゃく特産研究センター

計 35,440

1,800 

合計  486,727 38,409 

 

（２）主な施設（平成17年３月31日現在） 

箇  所 施 設 等 名 称   

本 館 
本館・病害虫実験棟(1,249㎡)、研修館(421㎡)※１、 

車庫(154㎡)、機械室(79㎡)、大農具舎(126㎡) 

病 害 虫 研 究 温室(340㎡)、土壌乾燥室(20㎡) 

生 物 工 学 研 究 
高度バイオテクノロジー研究棟(955㎡)、高度バイオテクノロ

ジー研究関連温室(1,309㎡) 

本 

 

所 

園 芸 育 種 研 究 
温室管理室(111㎡)、作業室(68㎡)、培養室(60㎡)、収納舎(189

㎡)、温室・ハウス等(1,357㎡) 
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野 菜 研 究 
圃場管理棟(426㎡)、格納庫(147㎡)、堆肥舎(187㎡)、農機具

舎(150㎡)、わら置場(135㎡)、温室・ハウス(4,302㎡) 

果 樹 研 究 
果樹調査棟(213㎡)、フィルムハウス(252㎡)、ぶどう加温ハ

ウス(648㎡)、果樹Ｇトイレ(7㎡) 

 

花 き 研 究 
管理棟(401㎡)、農機具舎(162㎡)、用土庫(116㎡)、アジサイ

研究ハウス(130㎡)、温室・ハウス等(2,977㎡) 

本 館 
本館（2,423㎡）、電気棟（295㎡）、車庫（180㎡）、廊下及

び渡り廊下（102㎡） 

機 械 施 設 研 究 

収納庫資材庫（258㎡）、機械棟（工作室）（216㎡）、農業

機械格納庫（159㎡）、農業機械器具保管庫（132㎡）、産業

ロボット棟（115㎡） 

農 産 加 工 研 究 農産加工指導センター事務棟（893㎡） 

土 壌 環 境 研 究 
環境保全型産業実験温室（207㎡）、温室（ファイロンハウス）

（145㎡）、網室×３室（135㎡×３室） 

病 害 虫 研 究 網室（コンクリート枠）（132㎡）、ガラス温室（113㎡） 

発 生 予 察 研 究 病害虫防除所（262㎡） 

作 物 育 種 研 究 

作物部研究棟１（840㎡）、作物部研究棟２（771㎡）、収納

乾燥調整棟（877㎡）、バイオトロン棟（768㎡）、燻蒸貯蔵

庫（280㎡）、農業機械格納庫（249㎡）、品種育成作業棟（171

㎡）、堆肥舎棟（150㎡）、奨励品種決定調査作業室（121㎡）、

資材器具収納棟（104㎡）、網室（50㎡）、ファイロンハウス

（50㎡） 

前 

橋 

研 

究 

拠 

点 

作 物 研 究 西収納舎（561㎡）、堆肥舎（198㎡）、網室（151㎡） 

中山間地園芸研究センター 
本館(589㎡)、作業棟(605㎡)、温室(1,311㎡)、堆肥舎・油庫

(165㎡)、用土庫(19㎡) 

東部地域研究センター 

本館（310㎡）、ガラスハウス（530㎡）、ファイロンハウス

×２棟（378㎡×２棟）、野菜栽培試験用ハウス（306㎡）、

硬質フィルムハウス（264㎡）、作業棟（222㎡）、ファイロ

ンハウス（117㎡）、格納庫（104㎡）、堆肥舎（104㎡） 

高冷地野菜研究センター 
本館(447㎡)、作業棟(219㎡)、車庫及び農具舎(277㎡)、堆肥

舎(155㎡)、温室(314㎡)、職員公舎(199㎡) 

こんにゃく特産研究センター 
本館（560㎡）、収納・作業、貯蔵、加工棟（500㎡）、格納

庫（237㎡）、隔離温室棟（168㎡）、ガラス棟（120㎡） 

 ※ １ 研修館は公共用施設であるが、本館に含めて整理した。 

 ※ ２ 主な施設を記載しているので、（１）土地、建物の概要の建物面積合計とは、一致しない。 
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６ 組織 

（１）組織図（平成17年３月31日現在、括弧内は職員数） 

次      長（事） 総 務 Ｇ Ｌ (事) 吏員(事 6、技 1) 

 企画情報ＧＬ (技) 吏員(技 4名) 

 
地域共同開発室長（技）

経営流通ＧＬ (技) 吏員(技 2名) 

機械施設ＧＬ (技) 吏員(技 3名) 

農産加工ＧＬ (技) 吏員(技 3名) 

 

土壌環境ＧＬ (技) 吏員(技 9名) 

病 害 虫 Ｇ Ｌ (技) 吏員(技 5名) 
 
生 産 環 境 部 長 （ 技 ）

発生予察ＧＬ (技) 吏員(技 5名) 

生物工学ＧＬ (技) 吏員(技 3名) 

  

作物育種ＧＬ (技) 吏員(技 8名) 

園芸育種ＧＬ (技) 吏員(技 4名) 

 

作 物 Ｇ Ｌ (技) 吏員(技 4名) 

野 菜 Ｇ Ｌ (技) 吏員(技 8名) 

果 樹 Ｇ Ｌ (技) 吏員(技 4名) 

 
生 産 技 術 部 長 （ 技 ）

花 き Ｇ Ｌ (技) 吏員(技 6名) 

中山間地園芸研究センター長(技) 吏員(技 6名) 

東部地域研究センター長（技） 吏員(技 5名) 

高冷地野菜研究センター長(技) 吏員(技 3名) 

所長

(技)  

副所長(技)

(兼)中山間

地園芸研究

センター長

 

こんにゃく特産研究センター長(技) 吏員(技 4名) 

（注）技は技術職、事は事務職の略であり、ＧＬはグループリーダーの略である。 

 

（２）担当業務内容（平成17年３月31日現在） 

    ○総務グループ 
     １ 庶務に関すること。 
   ２ センターの企画運営に関すること。 
○企画情報グループ 

１ 試験研究の調整及び進行管理に関すること。 

２ 研究成果の評価及び普及に関すること。 

３ 農業技術情報の収集及び広報に関すること。 

４ 地域共同研究の推進及び地域研究員に関すること。 

５ 農業者等の技術相談に関すること。 

○経営流通グループ 

１ 農業経営の合理化についての試験研究及び調査に関すること。 

２ 地域農業計画、生産組織及び農産物の流通対策についての試験研究及び調査に

関すること。 

○機械施設グループ 

１ 農業機械、施設及び資材の改良、開発及び利用についての試験研究及び調査に

関すること。 
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２ 作付け体系及び農作業体系についての試験研究及び調査に関すること。 

３ 農業機械及び施設の性能検定に関すること。 

○農産加工グループ 

１ 農産物の加工利用技術についての試験研究及び調査に関すること。 

○土壌環境グループ 

１ 地力保全についての試験研究及び調査に関すること。 

２ 土壌生産力についての試験研究及び調査に関すること。 

３ 農作物栄養生理についての試験研究及び調査に関すること。 

４ 新肥料についての試験研究及び調査に関すること。 

５ 農業に係る公害についての試験研究及び調査に関すること。 

６ 農業に係る自然環境についての試験研究及び調査に関すること。 

７ 農薬残留対策についての試験研究及び調査に関すること。 

○病害虫グループ 

１ 病害虫防除に関すること。 

○発生予察グループ 

１ 病害虫の発生予察に関すること。 

○生物工学グループ 

１ 生物のバイオテクノロジーについての試験研究及び調査に関すること。 

２ 生物の遺伝資源の収集、保存及び利用についての試験研究及び調査に関するこ

と。 

○作物育種グループ 

１ 普通作物の品種育成についての試験研究及び調査に関すること。 

２ 普通作物の奨励品種に関すること。 

３ 稲、麦及び大豆の原原種及び原種生産に関すること。 

○園芸育種グループ 

１ 園芸作物の品種育成についての試験研究及び調査に関すること。 

○作物グループ  

１ 稲及び麦の栽培についての試験研究及び調査に関すること。 

２ 畑作物の栽培についての試験研究及び調査に関すること。 

○野菜グループ 

１ 野菜の栽培についての試験研究及び調査に関すること。 

２ 園芸用施設及び資材の開発利用についての試験研究及び調査に関すること。 

○果樹グループ 

１ 果樹の品種育成（寒冷果樹を除く。）及び栽培についての試験研究及び調査に

関すること。 

○花きグループ 

１ 花きの品種育成及び栽培についての試験研究及び調査に関すること。 

２ 花きの育種増殖技術の開発及び優良種苗増殖に関すること。 

３ 栄養繁殖性花きの遺伝資源の収集及び保存に関すること。 

○中山間地園芸研究センター 
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１ 寒冷果樹の品種育成及び栽培についての試験研究及び調査に関すること。 

２ 地域特産野菜及び花きについての試験研究及び調査に関すること。 

○東部地域研究センター 

１ 東部地域に適する水稲、麦類及び野菜についての試験研究及び調査に関するこ

と。 

○高冷地野菜研究センター 

１ 高冷地野菜についての試験研究及び調査に関すること。 

○こんにゃく特産研究センター 

１ こんにゃくの品種育成及び栽培についての試験研究及び調査に関すること。 

２ 特産作物についての試験研究及び調査に関すること。 

 

（３）最近５カ年の職員数の推移（各年度３月31日現在）         (単位：人) 

職 種 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度

研 究 職 98 97 93 96 90

行 政 職 15 19 19 9 9

技 労 職 20 15 19 19 18

嘱 託 41 42 42 37 7

臨 時 職 員 37 34 35 29 55

合 計 211 207 208 190 179

（注）１ 平成14年度から平成15年度にかけての行政職10人減少は病害虫防除所（行政機関）の統廃

合による。 

２ 平成15年度から平成16年度にかけて嘱託が35人減少、臨時職員が20人増加している。 

３ 研究職のうち博士号資格保持者数は平成16年度末現在６名である。 

 

７ 平成１６年度の主な事業内容 

（１）農業技術センターの試験研究の企画・調整（企画情報グループ） 【1,000 千円】 

① 農作物の技術開発の戦略的評価を踏まえた現場適応性の高い総合研究推進の確立 

② 他の研究機関等との相互連携を図り、共同研究等を推進し技術開発を加速 

③ 先進農家等の技術開発力を活用した共同研究等を行い、現地ニーズに対応した技術

開発の支援 

（２）農業経営研究（経営流通グループ） 【1,901 千円】 

① レタスのコンテナー流通における生産履歴情報システムの開発 

② 青果物の地域内流通の核となる農産物直売所に関する研究 

③ 県産米の販売実態と消費者評価の解明 

（３）農業機械化技術研究（機械施設グループ） 【3,174 千円】 

① 地域適応性が見込まれる農業機械・資材の利用技術研究 
② キュウリ等の特産作物を対象とした機械施設の開発 

（４）農産加工利用技術研究（農産加工グループ） 【1,179 千円】 
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本県育成果樹新品種(赤肉梅、ブルーベリー)と主要農作物（梅、こんにゃく、小麦）

の機能性成分・品質調査及び加工品開発 

（５）農作物環境保全対策研究（土壌環境グループ） 【12,594 千円】 

① 土壌機能増進対策調査 

② 県内農耕地の土壌と肥培管理状況および有機物連用効果の解明 

③ 施肥に由来する環境負荷を軽減するための適正な肥培管理と土壌管理法の検討 

（６）農作物病害虫防除技術研究（病害虫グループ） 【9,801 千円】 

① コンニャク根腐病および葉枯病に対する総合防除技術の開発 

② 野菜類の土壌病害に対する防除対策の検討 

③ 露地ギクのミカンキイロアザミウマに対する総合防除の検討 

（７）生物工学等革新技術推進研究（生物工学グループ） 【5,218 千円】 

バイオテクノロジー手法（胚珠培養法等）活用によるアジサイ、ユキヤナギ、ヤマト

イモ等の種間雑種育成 

（８）普通作物育種研究（作物育種グループ） 【22,611 千円】 

① 二毛作に適応性が高い水稲・小麦品種の育成。特に二毛作用の麺用小麦については、

平成１１年度から農林水産省小麦育種指定試験地として実施 
② 主要農産物（水稲、麦類、大豆）の品種選定、原原種及び原種生産及び供給 

（９）園芸作物育種研究（園芸育種グループ） 【3,890 千円】 

県内産地に適する高品質で耐病性のある野菜オリジナル品種（ヤマトイモ、キャ 
ベツ、イチゴ、トマト、スイカ）の育成 

（10）普通作物等栽培技術研究（作物グループ） 【3,672 千円】 

① 畑小麦等の土地利用型地域特産作物の栽培技術の確立 
② 水稲、麦類及び大豆等の水田における高品質・省力・安定多収栽培技術の確立 
③ 本県に適応すると考えられる水稲、麦類及び畑作物の新除草剤等の実用化 

（11）野菜栽培研究（野菜グループ） 【16,607 千円】 

① 露地野菜の栽培改善と作型開発 
② 新資材利用・栽培システム開発による施設果菜類の高品質安定生産技術の開発 
③ ミツバチ利用によるナス着果技術の研究 

（12）果樹栽培技術研究（果樹グループ） 【2,723 千円】 

① ウメ、ナシ、モモ、スモモの特色ある品種育成 
② 果樹類の高品質安定生産技術の開発 

（13）花き栽培技術研究及び種苗開発研究（花きグループ） 【6,174 千円】 

① スプレーギク、アジサイの品種育成 
② トルコギキョウ秋冬出荷栽培の育苗改善、被覆複合肥料施用による鉢物花き施肥技

術の平準化など花き類の栽培技術改善 
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（14）中山間地園芸作物栽培研究（中山間地園芸研究センター） 【3,465 千円】 

① リンゴ、ブルーベリー、ウド、フキ、ハナトリカブト等、利根沼田地域の特産作物

の新品種育成及び栽培技術の改善 
② ウド、アスパラの栽培残さをほ場へ還元する技術の開発 

（15）東毛地域水田作・園芸技術研究（東部地域研究センター） 【2,105 千円】 

① 東毛地域に適した水稲の品種選定と栽培技術の確立 

② 東毛地域ハウスキュウリ等野菜栽培試験 

（16）高冷地野菜栽培技術研究（高冷地野菜研究センター） 【4,321 千円】 

① キャベツ病害虫の防除対策の確立 
② キャベツの難防除病害に対する抵抗性品種の育成と選定 
③ マイクロ波による効率的なキャベツ土壌消毒システムの確立 

（17）こんにゃく育種栽培技術研究品種育成試験（こんにゃく特産研究センター）【6,651 千円】 

① 耐病性、良質、多収性の優良品種を育成 
② 低コストで収益性が高い栽培技術の開発 

（18）病害虫防除所運営・病害虫防除対策（発生予察グループ）【蚕糸園芸課予算5,602千円】 

植物防疫法による農作物有害動植物発生予察事業調査基準により、県内の病害虫の発

生状況を調査し、毎月、月報･予報或いは警報･注意報･特殊報などの情報を提供 
 

８ 試験研究について 

（１）平成１６年度の主な試験研究課題（全８９課題）          （単位：千円） 

№ 試験研究課題 期間 担当部署 予算 

１ 
硝酸性窒素環境負荷低減のための栽培技術

改善試験 
14～16

東部地域研究Ｃ、 

土壌環境Ｇ、野菜Ｇ 
5,788の一部

２ 
園芸作物の栽培残さ処理による循環型農業

技術の開発 
15～17

中山間地園芸研究Ｃ、

こんにゃく特産研究C 
1,438

３ 
食の安全・安心のための生産・流通技術の

開発 
16～18

土壌環境Ｇ、野菜Ｇ、 

病害虫Ｇ、経営流通Ｇ 

1,990の一部

1,000

４ 
本県産米の販路拡大のための高付加価値化

技術の開発 
16～17

作物Ｇ、作物育種Ｇ、 

経営流通Ｇ 
496

５ 
露地圃場におけるマイクロ波土壌消毒法の

効果試験 
16～18

高冷地野菜研究Ｃ、 

病害虫Ｇ、機械施設Ｇ 
2,400

６ 
施設キュウリ生産における選別調製作業

の自動化・ロボット化 
15～17 機械施設Ｇ 1,000

７ 
新規の機能性を有し食味の良いこんにゃく

食品の開発 
16～18 農産加工Ｇ 300

８ 
主要作物のカドミウム吸収・蓄積を抑制

するための総合管理技術の開発 

15～19 
 

土壌環境Ｇ 3,190

９ コンニャク根腐病・葉枯病の総合防除技術の開発 13～17 病害虫Ｇ 2,076の一部
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№ 試験研究課題 期間 担当部署 予算 

10 胚珠培養を利用した園芸新品種の開発 16～19 生物工学Ｇ 2,000

11 ブルーベリー種間雑種の育成 15～17 生物工学Ｇ 3,597の一部

12 小麦育成指定試験 11～ 作物育種Ｇ 13,538

13 特産野菜の品種育成 14～18 園芸育種Ｇ 3,694の一部

14 
関東地方の畑地におけるﾊﾟﾝ用小麦の高品

質化技術の開発 
16～18 作物Ｇ 2,500

15 
ミツバチを利用した半促成ナスの着果促

進技術体系の確立 
16～18 野菜Ｇ、機械施設Ｇ 5,787

16 
根域制限栽培による果樹類の高品質安定

生産技術の確立 
15～19 果樹Ｇ 3,037の一部

17 
被覆複合肥料施用による鉢物花向き施肥技

術の平準化 
16～17 花きＧ 6,238の一部

18 リンゴ「新世界」のつる割れ果発生防止対策の確立 14～18 中山間地園芸研究Ｃ 3,021の一部

19 
東毛地域ハウスキュウリ等野菜の品種特

性と安定生産技術の確立栽培 
各年次 東部地域研究Ｃ 1,235

20 コンニャク品種育成試験 各年次 こんにゃく特産研究C 2,929

 

（２） 最近の主な研究成果（平成16年度） 

① 実用化できた研究成果数（技術移転数）     37件 
普及に移しうる技術 （農家に移しうる技術） 18件

 （普及指導員資料） 19件

② 広 報 
・ 農業技術センター業務年報 460部 発行 

・ 農業技術センター研究報告 480部 発行 

・ 農業関係試験場合同広報誌「ぐんま農業研究ニュース」 4600部 発行（年４回）

・ 視察対応 78団体 1,378名 

③ 研究等の発表事項               150件 
・ 研究成果発表 24件

・ 学術雑誌掲載 ４件

・ 学会発表等 14件

・ 農業技術センター研究報告 ９件

・ 実用書等技術解説 52件

・ マスコミ発表（新聞掲載数） 47件

④ 品種・特許の状況・数（平成16年度） 
・ 平成16年度出願品種数 ５件

・ 平成16年度末保有状況 

品種 39件

特許 ８件
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９ 収入・支出の状況 

（１） 最近5年間の決算の状況 

最近5年間の決算（注）１の状況は、次のとおりである。        （単位：千円） 

節 区 分 平 12 年度 平 13 年度 平 14 年度 平 15 年度 平 16 年度 備  考 

農林水産業使用料 599 628 627 632 598  

国 庫 補 助 金 18,461 30,888 21,749 24,924 13,491  

農林水産業費委託金 50,383 31,453 32,830 37,064 32,031  

生 産 物 売 払 収 入 15,866 17,872 22,151 26,941 19,547  

受 託 事 業 収 入 10,822 9,630 9,128 12,317 12,209  

雑 入 397 1,032 1,015 728 754  

収 

入 

合  計 96,530 91,505 87,501 102,608 78,632  

報 酬 64,351 66,274 60,547 53,206 10,057 嘱託報酬 

給 料 576,963 576,681 575,249 544,096 509,820 職員給料 

職 員 手 当 等 333,451 331,131 317,817 291,117 282,082 期末勤勉手当他 

共 済 費 191,366 191,225 185,608 168,964 156,260 共済費負担金 

賃 金 31,073 31,363 31,667 25,493 58,131 臨時職員賃金 

報 償 費 10,155 10,487 9,197 8,135 1,699 嘱託賞与等 

旅 費 18,889 15,852 14,445 10,191 9,051 会議・研修会・学会等

交 際 費 13 28 17 23 18  

需 用 費 180,594 172,532 171,353 164,617 151,792 （注）２ 

役 務 費 14,144 13,225 11,197 9,735 6,875  

委 託 料 34,008 30,341 32,434 28,228 22,738 メンテナンス料他 

使 用 料 ・ 賃 借 料 2,296 1,909 1,235 1,207 719  

工 事 請 負 費 31,855 60,248 27,118 21,647 24,093 施設関連工事 

原 材 料 費 12,209 10,609 11,575 6,543 1,716 試験用資材等 

備 品 購 入 費 53,758 31,837 32,605 42,878 10,221 試験研究用備品等 

負担金・補助交付金 1,508 1,840 1,859 984 1,080  

公 課 費 308 363 246 337 299  

  

支 

 

出 

合  計 1,556,950 1,545,953 1,484,176 1,377,406 1,246,661  

収支差額 1,460,420 1,454,447 1,396,674 1274,797 1,168,028  

（注）１ 本表は農業技術センターの決算に、関係課における農業技術センターに係る執行分を加えてい

る。 

２ 需用費は研究用の肥料、農薬、資材等の消耗品代及び光熱水費である。 
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（２） 支出額の内訳 

最近３年間の支出額の明細は、次のとおりである。       （単位：千円、％） 
平成 14 年度 平成 15 年度 平成 16 年度 

節 区 分 
金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

報 酬 60,547 53,206 10,057 

給 料 575,249 544,096 509,820 

職 員 手 当 等 317,817 291,117 282,082 

共 済 費 185,608 168,964 156,260 

賃 金 31,667 25,493 58,131 

人

件

費 

小  計 1,170,889 78.8 1,082,877 78.6 1,016,352 81.5

報 償 費 8,010 6,739 1,190 

旅 費 1,666 1,402 1,072 

交 際 費 17 23 18 

需 用 費 82,100 74,406 78,307 

役 務 費 6,894 7,106 4,743 

委 託 料 27,132 24,675 17,903 

使 用 料 賃 料 821 579 169 

備 品 購 入 費 1,900 2,376 4,141 

負 担 金 1,859 984 934 

公 課 費 246 337 299 

セ

ン

タ

ー

運

営

費 

小  計 130,648 8.8 118,629 8.6 108,779 8.7

報 償 費 1,187 1,396 509 

旅 費 12,779 8,788 7,979 

需 用 費 89,252 90,210 73,485 

役 務 費 4,303 2,628 2,131 

委 託 料 5,301 3,553 4,835 

使 用 料 賃 料 414 628 550 

工 事 請 負 費 27,118 21,647 24,093 

原 材 料 費 11,575 6,543 1,716 

備 品 購 入 費 30,705 40,502 6,079 

負 担 金 ― ― 146 

試

験

研

究

費 

小  計 182,638 12.3 175,899 12.7 121,528 9.7

合  計 1,484,176 100.0 1,377,406 100.0 1,246,661 100.0

備 品 購 入 費 除 く 研 究 費 151,933 10.2 135,397 9.8 115,448 9.2

研 究 者 数 93 人 96 人 90 人 

研究者 1 人当たり研究費 1,633 1,410 1,282 
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１０ 全国の農業（耕種）系都道府県立試験研究機関の状況 

耕種分野農業粗生産額が多い順 

試験研究機関（耕種関係） 
順

位 

 

県名 

耕種分野農

業粗生産額

(億円) 
機関数 職員数 

研究員

数 

特許 

保有数

出願中

特許数

競争的資 

金活用額 

(千円) 

 

育成 

品種数 

１ 北海道 5,757 9 489 289 39 52,547 78 

2 千 葉 3,435 1 296 120 8 12 59,798 28 

3 茨 城 3,201 1 185 95 7 10 13,188 20 

4 新 潟 2,846 1 201 128 22 26 8,114 43 

5 愛 知 2,536 1 237 151 8 16 50,302 30 

6 熊 本 2,378 2 184 80   

7 福 島 2,130 3 186 111  16 

8 長 野 2,083 6 159 116 18 3 23,694 83 

9 山 形 2,024 4 167 95 1 12 80  

10 静 岡 1,997 3 158 107 14 46 39,350 25 

11 栃 木 1,959 1 128 79 15 8 19,986 14 

12 秋 田 1,945 3 180 96 7 59 56,358  

13 福 岡 1,930 1 199 111   

14 鹿児島 1,794 3 238 131   

15 青 森 1,777 2 273 173 4 12 6,300  

16 埼 玉 1,707 1 166 95 10 10 75,753 20 

17 埼 玉 1,707 1 166 95 10 10 75,753 20 

18 群 馬 1,375 1 117 90 10 11 40,537 36 

19 岩 手 1,282 2 144 91 4 59 75,940  

20 宮 城 1,251 2 148 95 6 10 13,100  

21 佐 賀 1,166 4 153 84   

22 兵 庫 1,159 1 245 99  9 

23 愛 媛 1,058 2 100 77   

24 大 分 1,015 4 152 95   

25 和歌山 979 1 107 68 4 3 21,815  

26 長 崎 949 2 119 74   

27 高 知 939 1 115 73   

28 沖 縄 931 1 158 95   

29 三 重 924 1 93 47 6 20 23,057 8 

30 岡 山 912 2 103 77   

31 徳 島 910 1 92 63   

32 岐 阜 843 4 132 85 3 33 32,190 12 

33 富 山 749 2 105 83  41 

34 山 梨 739 2 73 51 2 5 5,600  

35 広 島 734 1 118 61   

36 香 川 608 1 92 71   

37 京 都 601 4 103 69 7 13 3,420  

38 滋 賀 585 1 96 55 5 6 15,006  

39 石 川 581 1 96 53 1 8 39,513  

40 山 口 566 1 99 73   
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試験研究機関（耕種関係） 
順

位 

 

県名 

耕種分野農

業粗生産額

(億円) 
機関数 職員数 

研究員

数 

特許 

保有数

出願中

特許数

競争的資 

金活用額 

(千円) 

 

育成 

品種数 

41 福 井 556 3 105 73 2 5 10,623  

42 神奈川 554 1 107 61 11 4 19,593  

43 鳥 取 495 2 98 57   

44 島 根 464 3 139 86   

45 奈 良 454 1 90 53 10 12 48,000 3 

46 大 阪 329 1 105 56 10 16 66,451  

47 東 京 255 2 83 52 1 6 35,391  

 平均 1,380   149 89 7.12 14.54 28,225  

 順位 18 位  27 位 20 位 ８位 14 位 ９位  

（注）１ 上記資料は「第 79 次農林水産省統計表」（平成 17 年３月）（データは平成 15 年度の数値）、

及び「農産物知的財産権保護ネットワーク（22 道県参加）」から作成したものである。 

特許保有数、出願中特許数、競争的資金活用額は農業関係（耕種以外を含む）の値を示す。 

群馬県の特許保有数 10 件には群馬県畜産試験場の保有数２件を含む。 

２ 数値の判明しないものは空欄にしてある。 
３ 4－10 頁の「最近５カ年の職員数の推移」表とは一致していないが、資料のまま掲載。 

 

１１ 群馬県の農業政策（耕種分野）及び農業技術センターの位置付けと特徴 

以下は、農業技術センターからの聞き取りによるものである。 

（１）群馬県の農業（耕種分野）について 

・ 群馬県は豊富な水資源を有し、また耕地が標高10～1,400ｍの間に分布している。加

えて、大消費地に近いなどの有利な立地条件を活かして多彩で多様な農業が展開されて

いる。特に生産が盛んな野菜については、首都圏を中心に重要な供給基地となっている。 
・ 耕種分野の農業産出額は平成5年の1,794億円をピークに減少しているが、平成15年は

1,375億円で県農業産出額2,210億円の62.2％を占めている(農林水産統計年報)。 
・ 上位の品目（平成16年農業局試算）は、米（205億円）、きゅうり（155億円)、キャ

ベツ（117億円）、こんにゃくいも（88億円）、ほうれんそう（76億円）、トマト（69

億円）等である。 
 
（２）群馬県の農業施策について 

群馬県の農業施策は、「食と農の群馬新世紀プラン」（平成13～17年度の５ヵ年計画）

を基本にこれに沿って推進している。 
大きな対策の柱は、「食の安全・安心対策」、「水田農業対策」、「担い手育成・確

保対策」、「国際化を見据えた産地・流通対策」、「環境と調和した農業対策」である。 
農業を取りまく状況は、ＷＴＯ（世界貿易機関）やＦＴＡ（自由貿易協定）など、農

業の国際化が進展し、また、食の安全・安心の高まりなど、食と農を巡る環境は大きく

変化している。 
こうした中で、近年の農業農村は、担い手の減少、農業従事者の高齢化、耕作放棄地

の増大、輸入農産物の増加に伴う農産物価格の低迷など多くの課題を抱えており、農村
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地域全体の活力低下が懸念されている。 
こうした課題を解決し、元気で活力ある群馬の農業・農村づくりを推進するために、

地域の特色を活かした革新的・独創的な技術開発が不可欠である。 

 
（３）農業技術センターのミッションと特徴 

農業技術センターは、畜産、養蚕、水産を除く、米麦等の穀物、野菜、果樹、花き、

コンニャク、その他工芸作物などを対象にした試験研究を実施している。試験研究の内

容は、これらの作物の栽培技術、付加価値化、機械化、土壌環境、病害虫、農業経営な

どの分野に取り組んでいる。 
群馬県の農業は、標高差や冬場の長い日照を活かして、多品目の農産物が栽培され、

販売形態も多様である。こうした背景から、農業技術センターに対する研究ニーズも極

めて多様になっている。 

 
（４）農業施策における農業技術センターの位置付け 

農業技術センターは、「食と農の群馬新世紀プラン」の推進に必要な技術開発を担当

している。①「食の安全・安心対策」に関しては、減農薬栽培技術の開発等を進めてい

る。②「水田農業対策」に関しては、二毛作体系に適する米麦の品種育成などを実施し

ている。③「担い手育成・確保対策」については、ブランド品種の育成等による農業所

得の増大や高齢者でも参画できる農業（地産地消の展開方向）等に取り組んでいる。④

「国際化を見据えた産地・流通対策」に関しては、コンニャクのＤＮＡマーカーの解明

などに取り組んでいる。⑤「環境と調和した農業対策」に関しては、病害虫に対する総

合防除技術の開発や堆肥利用を含めた適正施肥などの土壌環境研究に取り組んでいる。 

 
（５）その他 

① 公的試験研究機関の必要性 
一般に農業は、経営規模が小さく、個々の経営者が研究開発や調査に取り組むこと

は、時間や資金の両面から現実的には困難である。 
地域農業を振興するために必要で、個別対応が困難な研究開発や調査は、公的な試

験研究機関が担わざるを得ない状況にある。 
② 民間等との連携推進 
平成15年度から「地域共同開発室」を創設し、所内の試験研究の進行管理の他、独

立行政法人、大学、民間企業との共同研究等の連携促進、農業研究サポーターや地域

研究員等を通じた地域情報の直接的把握、技術情報の発信、技術相談などに取り組ん

でいる。 
③ 事業等 

主要農産物種子法に基づく米麦大豆の原種生産・配布やイチゴのウイルスフリー苗

等の園芸品種の増殖・配布等の業務も行っている。 
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１２ 国・都道府県・大学・民間等との役割分担 

農業系の試験研究機関には国・都道府県・大学・民間が設置したものがあるが、以下の

特徴がある。 

（１）国及び独立行政法人研究機関（２１機関） 

国の政策目標の実現に不可欠な研究であり、かつ、長期的な計画の下に大規模な研究

資源を投入するような、民間企業ではリスクが高くて実施できない基礎的・先導的研究、

基盤的研究及び政策ニーズに対応した総合的・体系的な研究を実施するとともに、その

成果の普及・事業化を推進する。 

 

（２）都道府県の試験研究機関 

地方自治体の生産現場等が抱えている様々な問題の解決を図るため、地域の立地条件

に対応した独自技術を開発するとともに、他の研究機関の研究成果を含む新技術の普及

組織との連携による移転・実用化と、地域における各研究機関相互の連携強化に向け、

主導的役割を発揮する。 

 

（３）大学（農学関係５５校） 

将来の優れた研究人材の育成と学術研究に加えて、基礎科学に立脚した幅広い知的資

源を活用し、各大学の個性と地域性を活かしながら他の研究機関との連携を一層強め、

未来を切り拓く先端的な研究、産業に応用可能な独創的・革新的な研究に取り組むこと

によって、農林水産業・食品産業等の振興に積極的に貢献する。 

 

（４）食品産業及び生産資材関連産業等の民間企業 

独立行政法人研究機関及び大学等との連携により、基礎的・先導的研究の成果を応用

しつつ、消費者ニーズ及び生産者ニーズを踏まえた商品開発力によって実用化・商品化

を推進する。また、ＩＴ等の異分野の民間企業は、その有する研究開発能力を活用しつ

つ、農業研究に応用可能な画期的な技術を開発し、農業研究との連携により新たな研究

領域を開拓する。 
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Ⅱ 実地監査年月日 

【予備調査】平成 17 年７月１日 

【本監査】平成 17 年９月 26 日、27 日、29 日 

 

Ⅲ 監査結果 

監査を実施した範囲内において、事業の運営は設置目的に従い、出納その他の事務も

ほぼ適正に処理されていたが、留意すべき次の事項が認められた。 

 

（監査の視点） 入札及び随意契約制度は関係法規に従い有効かつ適切に運用され

ているか 

 

〈平均落札率等の概要〉 

農業技術センターの指名競争入札における平均落札率の推移は以下のとおりである。 

区  分 摘  要 平成 14 年度 平成 15 年度 平成 16 年度 

件 数 10 件 6 件 11 件 
指名競争入札

平 均 落 札 率 87.8％ 94.5％ 88.7％ 

 

農業技術センターの 50万円以上の随意契約における契約価格の予定価格に対する平均的

な割合（以下「平均契約率」という。）は以下のとおりである。 

区  分 摘  要 平成 14 年度 平成 15 年度 平成 16 年度 

件 数 32 件 41 件 35 件 
随 意 契 約

平 均 契 約 率 97.8％ 97.2％ 91.8％ 

うち見積合せ省略契約（１者随意契約）  

件 数 6件 16 件 3 件 
一 者 見 積

平 均 契 約 率 98.3％ 98.7％ 98.9％ 

 

監査結果〈指摘事項〉 

１ 単価契約における予定価格の設定について 

複写サービス単価契約について、予定価格は複写機設置場所別に単価として設定すべ

きところ、総額のみが設定されていた。 

（現状及び問題点） 

平成 15 年度の複写サービス単価契約（本所本館等）の積算票では、複写機設置場所別に

積算単価・予定枚数が設定されたうえで総額算出している。契約担当者は個々の設置場所

別に予定単価を設定するべきところ、対象期間の総額のみを予定価格としていた。 

入札価格は総額でとらえられて、落札者が決定されている。この事例では落札者の設置

場所別入札単価のすべてが積算票の場所別単価以下であったため、落札と看做すことがで

きるが、一場所でも場所別単価が積算単価を超えていたら落札とは看做せないことになる。 

 

（改善策） 

単価契約では予定価格は単価として設定しなければならないこと、複数の単価契約を一
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括契約する場合は個々の入札単価のすべてが予定単価以下であり、かつ総額で最低価格の

業者が落札となることに十分留意すべきである。 

 

２ 落札者が契約を締結しないため随意契約する場合の制限について 

指名競争入札の落札者が契約を辞退したため、随意契約に変更されたが、落札金額の

制限内に相当していない。 

（現状及び問題点） 

平成 15 年度の灯油単価契約は当初の指名競争入札の結果、落札した業者が契約を辞退し

たため、随意契約に変更された。 

この場合、地方自治法施行令第 167 条の２第３項では、第１項第９号により随意契約と

した場合は「落札金額の制限内でこれを行う」とされている。落札単価は 35.70 円に対し

契約単価は 36.75 円であり、落札金額の制限内に相当していない。 

また、当該入札には３者が応札したが、その後の随意契約では次点の入札者の１者のみ

から見積書を徴している。この他同様な事例が散見された。 

（例）平成 15 年度・高度バイオテクノロジー研究棟関連施設機械設備保守点検委託契約 

・水分活性測定装置一式購入契約 

なお、平成 16 年度の防犯設備設置工事の入札の際も入札不調につき随意契約に変更され

たが、この場合は４者の見積合せを実施している。 

 

（改善策） 

この事例の場合は随意契約の予定価格（予定単価）を 35.70 円としたうえで、次点の入

札者のみでなく、他の入札者からも見積書を徴すべきであった。落札者が契約を辞退する

ケースは極めて稀であり、慎重に検討したうえで対応する必要がある。 

 

３ 研究経費の使用について 

随意契約における見積り合せ省略に関し県財務規則第 190 条第１項各号は例外的にこ

れを認めており、その１号に「予定価格が 10 万円未満の契約をするとき。」と規定され

ているが、運用にあたっては十分に検討することが求められる。 

（現状と問題点） 

農業技術センターの病害虫グループにおいては、平成 16 年２月にＡ株式会社に対して計

10 件、合計金額 605,535 円を、また同月Ｂ有限会社に対して５件、合計金額 387,764 円の

消耗品等を発注している。全ての発注は１件あたり 10 万円未満にしており、見積り合せを

省略しているが、これは県財務規則の例外規定を乱用しているおそれがある。 

 

（改善策） 

県財務規則を遵守し、随意契約においても可能な限り競争の確保に努めるべきである。 
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４ 決裁書類、契約書及び見積書等の日付の洩れについて 

契約事務で作成・入手される決裁書類、契約書、見積書及び請求書等の諸書類に日付

の記載がないものが検出されたが、日付明記が必須であることを徹底されたい。 

（現状及び問題点） 

（1） 内部決裁書類、契約書の決裁日付・契約日付の洩れについて 

契約事務手続はあらかじめ定められた手順に従い整然と進行する必要がある。その

確認のためには決裁日等が必須であるにもかかわらず、平成 14 年度の入札執行伺書に

は決裁年月日のないものが多数あり、契約締結伺書にも決裁日のないものがあった。 

また、平成 15 年度の契約書には契約日の記入のないものもあり、契約額の提示され

た見積書に作成日付がないうえ収受日付印もないものがあった。 

契約日の記入のない契約書に至っては契約の有効性にも疑問を残すことになる。 

 

（2） 研究経費についての見積書、請求書への日付の洩れについて 

保管している見積書、請求書には全く日付が入っていない。 

 

（改善策） 

契約事務で作成・入手される諸書類には日付明記が必須であることを再確認し徹底すべ

きである。 

 
意見 

５ 執行伺書への契約条項案の添付等について（共通） 

執行伺書に契約条項案が添付されていない。また業務委託契約書に再委託の禁止条項

がないものがあった。 

（参照 各試験研究機関に共通する監査結果 1－13 頁） 

 

６ 一般競争入札に付さない理由の明示について 

指名競争入札の場合に一般競争入札に付さない理由が執行伺書上明示されていない。

（現状及び問題点） 

地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）（以下「令」という。）第 167 条には指名

競争入札によることができる場合が第１号として性質又は目的が一般競争入札に適しない

場合、第２号として競争に加わるべき者の数が少数の場合、第３号として一般競争入札が

不利と認められる場合が限定列挙されている。 

農業技術センターでは近年一般競争入札が適用されたことがなく、一般競争入札が原則

であることへの認識が乏しい。そのため伺書上も令第 167 条に関する記載はない。 

 

（改善策） 

指名競争入札に付する場合は令のどれかに該当することを要する。該当号を明記し、説

明を付するよう徹底すべきである。 
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７ 売買契約書における目的物品の記載について（共通） 

物品購入契約の契約書上、目的物品について「仕様書のとおり」と記載されたケース

で、仕様書ではメーカー、型式など機種特定されていない事例があった。 

（現状及び問題点） 

平成 15 年度の蛍光顕微鏡システム購入契約では指名競争入札の通知書に添付された仕様

書に該当する機種が複数あるが、落札業者が決定した段階では納品予定の機種が特定され

るにもかかわらず、契約書上その明記がされず、「仕様書のとおり」とされていた。 

検査調書の記載も同様であったが、物品管理上も目的物の特定が必要と思われる。 

 

（改善策） 

売買契約書上、目的物の特定は当然のことであり、あらためて仕様書を満たす目的物の

目録を添付させて「別紙目録のとおり」として明示すべきである。 

（参照 各試験研究機関に共通する監査結果 1－14 頁） 

 

８ 落札者決定におけるくじ引きの経過資料について 

指名競争入札で同一価格の入札者があった場合のくじの保存がなかった。 

（現状及び問題点） 

平成 14 年度のレオメーター一式購入契約では、指名競争入札の結果、２者が同一価格で

最低価格となったためくじ引きが行われたが、そのくじが残されていなかった。 

 

（改善策） 

くじの保存が必要なことを徹底するとともに、具体的に資料として残りやすい方法を検

討すべきである。 

 

９ 高額物品の一者随意契約について 

購入価額１千万円前後の高額の機器等の購入にあたり、相手先１者特定しての随意契

約の方法が適用されていたが、物品購入に際しての合議体制の見直しが望まれる。 

（現状及び問題点） 

平成 14 年度のＩＣＰ発光分析装置、15 年度の高速液体クロマトグラフ、ガスクロマトグ

ラフは購入価額１千万円前後の高額備品だが、競争入札に付されないうえ１者特定の随意

契約の方法によっていた。予定された業者より事前に見積徴収し予定価格を設定したが、

契約額は予定価格の 99.8％、98.5％、98.4％である。 

平成 15 年度からは物品購入に際しての合議体制が導入され、購入部署関係者のほか本所

の所長・部長・室長・次長並びにセンター長による合議を経て、機種・購入業者が選定さ

れることとされている。しかし、そこで示される基準には契約の方法に関する記載がなく、

対象物品の定義、合議を行う職の範囲および開催時期が定められているにとどまる。 
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（改善策） 

地方自治法における契約締結の方法は、一般競争入札が原則であり、指名競争入札及び

随意契約は限定された場合の例外であることを再認識する必要がある。 

特に専門性の高い機器類については、研究者の立場からは予算の範囲内で最高水準のも

のを求める姿勢は否定できないが、一方で競争の効果を最大限に求める地方自治法の原則

にも配慮しなければならない。 

合議体制を見直し、契約締結の方法についての具体的な基準の整備、会議の実施記録の

作成・保存及び購入後一定期間を定め、使用状況を確認・検証する等の取り組みが求めら

れる。 
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（監査の視点）施設設備及び備品の管理は関係法規に従い適切に行われているか 

 

〈施設設備及び備品の概要〉 
（平成 17 年３月 31 日現在）（単位：千円） 

土 地 建 物 重要物品 
箇 所 

取得価額 取得価額 管理担当 数量 取得価額 

総 務 Ｇ 6 7,194 

野 菜 Ｇ 17 26,615 

果 樹 Ｇ 7 14,433 

病 害 虫 Ｇ 14 31,054 

花 き Ｇ 12 21,117 

園芸育種Ｇ 6 10,064 

生物工学Ｇ 42 170,553 

本 所 3,309,630 2,411,604

合 計 104 281,032 

発生予察Ｇ 20 23,551 

作物育種Ｇ 64 246,479 

病 害 虫 Ｇ 16 71,466 

機械施設Ｇ 30 69,436 

土壌環境Ｇ 22 116,150 

農産加工Ｇ 23 62,689 

作 物 Ｇ 12 31,154 

前 橋 研 究 拠 点 5,764,817 880,363

合 計 187 620,929 

中山間地園芸研究Ｃ 1,003,573 323,228 9 27,241 

東 部 地 域 研 究 Ｃ 535,713 170,385 11 19,727 

高 冷 地 野 菜 研 究 Ｃ 20,014 207,622 10 25,369 

こんにゃく特産研究Ｃ 626,295 302,057 19 41,574 

合 計 11,260,046 4,295,262 340 1,015,876 

土地、建物、工作物、重要物品総合計金額＝16,571,184千円 

（注）１ 重要物品は1点100万円以上の備品である。 

２ 重要物品はそれぞれのグループが主として業務を実施する建物に基づき区分している。 

３ 上記のうち、耐用年数経過済のものは以下のとおりである。 

区分 数量 取得価額 
建 物 45 件 158,350 千円

重 要 物 品 251 件 695,128 千円

合 計 296 件 853,478 千円
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監査結果〈指摘事項〉 

１０ 備品の現品確認について(共通) 

備品の現品確認は県財務規則第 231 条でも規定されており、規定に従い実施すべきであ

る。 

（現状及び問題点） 

(1) 本所について 

平成 16 年度は、各担当に現品確認の資料が配布されたのが平成 16 年９月７日で、報

告をしたのが病害虫グループの場合には、平成 17 年３月 11 日だった。 

また、確認作業の実態としては、代替購入等の予算が付いた段階で、廃棄できる物品

を拾い出す手続きしか実施されていない例があった。予算が付くかつかないかにかかわ

らず、現品の使用状況を確認しなければならない。 

(2) 中山間地園芸研究センターについて 
備品管理台帳には下記の機械が登載されていたが、監査人が同台帳に基づき現品確認

を実施したところ、現品が見当たらなかった。 
備品番号 備品名称 規  格 取得年月日 取得価額 

H11-182160 スピードスプレーヤー 丸山 SSA-F1001 平成２年７月５日 4,480 千円

これは、下記機械の購入時にその下取りとして廃棄処理されているとのことであった。 

備品番号 備品名称 規  格 取得年月日 取得価額 

H14-2925 小型乗用トラクター クボタトラクターGB160MA 平成14年９月17日 1,701 千円

平成 14 年に購入した車輌の下取りに出したものが平成 17 年の備品管理台帳に登載さ

れているということは、平成 14 年以降現品確認を実施していないということである。 

 
（改善策） 

備品の現品確認は県財務規則第 231 条でも規定されており、規定に従い毎年８月中に実

施すべきである。備品の現品確認は現物確認のほか、備品の利用状況や稼働状況、整備状

況等も確認する重要な事務手続きである。 

また、試験研究機関における機器や備品は特殊性が高いため、研究機関の間で貸し借り

することも多く想定されるので、貸借関係にある備品等を把握し、必要な手続を整備して

おくことも重要である。備品の現品確認を実施するに当たっては、その時期、方法、手続、

実施期間の備品の取扱い、報告方法等事前の説明を十分に行う必要がある。 

（参照 各試験研究機関に共通する監査結果 1－16 頁） 

 

１１ 備品整理票等の貼付洩れについて 

備品整理票が現品に貼付されていないと、備品管理台帳との突合をはじめとする現品の

個別管理が不可能になる。現品への備品整理票の貼付は必ず履行される必要がある。 

（現状及び問題点） 

備品等に備品整理票等による表示が義務付けられている（県財務規則第 214 条）が、以

下の物品については、貼付されていなかった。 
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（単位：千円） 

管理単位 備品番号 名  称 取得年月 取得価額 備考 

本所企画情報Ｇ  リヤカー    

H11-209951 ヤンマートラクター H10.５.20 1,890,000  本所園芸育種Ｇ 

 カワベモールセニアトレンチャー   

前橋機械施設Ｇ  ボール盤  寄贈品 （注）１

（注）１ 備品管理台帳記載なし。 

 
（改善策） 
規則に則り、取得時に処理をすること。また、毎年８月の現品確認において、剥がれそ

うな整理票については、補修措置等を実施する。 
 
１２ 必要がなくなった物品について(共通) 

必要がなくなった物品を保管しておくことは管理の手間や保管スペースの問題など事務

の効率化に支障をきたすことになるので、使用可能性も検討した上で不用の決議を行う必

要がある。 

（現状及び問題点） 

県財務規則は第 226 条第１項で「必要がなくなった物品について供用、貸付け、交換、

譲与、分類換又は管理換により適切な処理をすることができないときは、不用の決定をす

ることができる」と規定し、第 231 条では「物品管理者は、毎年８月中に、物品につい

て記録してある数量と現物を照合し、確認するとともに、必要がなくなった物品につい

ては、管理換又は不用の決議をしなければならない」と規定している。 

農業技術センターよりの聴き取りにより、以下の不稼働資産が発見された。これらに

ついては不用の決議がなされておらず、備品管理台帳に登載されている。不稼働物品は

本来であれば使用不能になった段階で不用決定すべきものである。 

(1) 本所及び前橋研究拠点その他について 

（単位：千円） 

管理単位 備品番号 名  称 取得年月 取得価額 備  考 

本 所 野 菜 Ｇ H11-180868 
多チャンネルデジ

タル積算日射計 
S55．３.29 1,087 使用予定なし。 

本所病害虫Ｇ H11-181614 原子吸光光度計 S57.８.11 4,300
H17.９に廃棄。適時

に廃棄すべき。 

本 所 花 き Ｇ H11-180918 
土壌作物体綜合分

析装置 
H２.３.26 2,457

H12～未使用。今後

も使用予定なし。 

〃 H11-182146 細霧冷房装置 S63.３.１ 1,100 H13～未使用。 

前橋病害虫Ｇ H11-160810 電子顕微鏡一式 S54.３.27 36,800 （注） 

〃 H11-166603 走査電子顕微鏡 S63.３.25 6,570  〃 

〃 H11-166747 昆虫飼育装置 S55.10.16 1,200
保管箱として、目的

外使用されている。
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管理単位 備品番号 名  称 取得年月 取得価額 備  考 

高冷地野菜研

究センター 
H11-181832 

異常気象Ｉ．Ｐ．

Ｃシステム 
H１．６.22 1,698

代替品が取得され、

機能せず放置。 

（注） 平成 11 年度に廃棄申請。廃棄費用の予算承認がおりず、現在に至っている。 

 

(2) こんにゃく特産研究センターについて 
① 分光光度計について 
病理実験室に物品台帳に登載されていない「分光光度計」（昭和 62 年取得、48 号Ｓ

ＩＭＡＤＺＵ・取扱説明書あり）が設置されている。これは、従来、農業総合試験場

の地力保全課にて使用していたもので、その後、土壌環境グループが承継し、一度廃

棄処理したが、現在はこんにゃくセンターで保管しているとのことである。現在、使

用している形跡はなく、今後も使用する予定がなければ不用の決議をすべきである。 
② 細胞融合装置について 
備品番号 H11－166738「細胞融合装置」については、農業技術センターでは遺伝子組

換えの装置である遺伝子導入装置（備品番号 H11－159514）を既に保有しており、細胞

融合装置は現在使用されていない。速やかに不用の決議をすべきである。 
 

（改善策） 
必要がなくなった物品については県財務規則第 231 条により速やかに不用の決議を行

う必要がある。また、廃棄費用の発生が見込まれるが早期に処分することを検討すること

が望まれる。 
（参照 各試験研究機関に共通する監査結果 1－16 頁） 

 

１３ 寄贈品について 

寄贈品の処理が適切に行われていない。寄贈された物品といえども、重要な財産である

ことに変わりはなく、有償取得財産同様の管理がされねばならない。 

（現状及び問題点） 

前橋研究拠点機械グループに寄贈されたものと思われるボール盤があり、現在も使用さ

れているが、受贈時、県財務規則第 221 条及び第 213 条に則った手続きがとられなったた

め、備品管理台帳に計上されておらず、管理対象から洩れてしまっている。 
 
（改善策） 
本物品に関しては、現在の評価額が３万円以上であれば、備品として備品管理台帳への

計上、「備品整理票」の貼付を行い、備品として適正な管理を行うべきである。 
また、寄付による取得が、今後発生した場合には、県財務規則第 221 条に則った手続き

を理解のうえ、適正に実施すべきである。 
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意見 

１４ 機器利用状況の把握について(共通) 

機器類の利用頻度を高めるために稼動実績データは必要であり、記録をとるよう改善さ

れたい。また、著しく使用頻度の低い機器については、今後の利用状況も検討した上で廃

棄するか否か決定し、しかるべき手続を採る必要がある。 

（現状及び問題点） 

(1) 本所及び前橋研究拠点について 

重要物品のうち投資金額上位 20点について年間の利用状況を聞き取り調査したとこ

ろ以下のとおりであった。                  （単位：台数、千円） 

№ 備品名称 
取得 

年月 

取得 

価額 

使用

日数

Ａ 

年間

日数

Ｂ 

利用

率 

Ａ/Ｂ

内部

利用

日数 

外部

利用

日数 

使用

簿 
備考

１ 電子顕微鏡一式 S54/３ 36,800 0 243 0% 0 0 ○ ※１

２ 種子消毒装置 H５/３ 31,932 19 243 8% 19   ×  

３ ビューラテストミル H12/２ 31,051 16 243 7% 12 4 × ※２

４ 走査型電子顕微鏡システム H９/３ 27,119 6 243 2% 6 0 ○  

５ 近赤外米食味分析装置 H３/２ 18,952 25 243 10% 19 6 × ※３

６ アミロースオートアナライザー H８/３ 15,007 22 243 9% 22   × ※４

７ ＤＮＡシーケンサー H９/３ 12,926 1 243 0% 0 1 ×  

８ 走査型レーザー生物顕微鏡システム H９/３ 12,885 0 243 0%     ○ ※５

９ ガスクロマトグラフ質量分析システム H８/３ 12,483 8 243 3% 8   ○  

10 高速液体クロマトグラフ H３/７ 11,868 0 243 0%     ○  

11 プロットドリル H11/11 11,812 9 243 4% 9   × ※６

12 ＩＣＰ発光分析装置 H15/１ 10,741 48 243 20% 48   ○  

13 ガスクロマトグラフ H16/３ 9,975 97 243 40% 97   ○  

14 高速液体クロマトグラフ H16/３ 9,397 105 243 43% 105   ○  

15 ガスクロマトグラフ H９/３ 8,991 0 243 0%     × ※７

16 アミノ酸分析計 S62/３ 8,850 91 243 37% 91 0 ○  

17 超遠心機 H９/３ 8,770 0 243 0%     ×  

18 サプレッサ式イオンクロマトアナ

ライザシステム 
H８/３ 8,240 54 243 22% 54   ○  

19 農業気象観測システム H９/２ 8,188 365 365 100% 365 0 ×  

20 フローサイトメーター一式 H11/８ 7,980 45 243 19% 16 29 ○  

注１ 年間日数は勤務日数とする。 

２ 使用簿の区分は次のとおり  ○…あり ×…ないので聞き取りにより推計したもの 

３ 極端に利用率の低いものの理由は次のとおり。 

※１ 平成 11 年度に廃棄申請。廃棄費用の予算承認がおりず、現在に至っている。 
※２ 小麦の製粉性の評価に用いているが、サンプル量が多いため（必要小麦量６ｋｇ）、有望なも

ののみに使用している。 
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※３ 水稲の炊飯テスト実施の判断を行うために使用するもので、収穫後早急に行う必要があるので、

利用日数が少ない。 

※４ 水稲および小麦の育成系統の有望なものについてのみ実施している。 

※５ 小胞子培養技術によるキャベツ等土壌病害抵抗性系統の作出試験（平成 12～15 年度）で、キャ

ベツの花粉小胞子内部動態の詳細観察に使用していたが、試験が終了したために使用されてい

ない。平成 18 年度から開始する「葯培養による水稲・小麦の育種」において、再び使用する予

定である。 

※６ 小麦播種以外には使用しない機器であるので、利用日数は少ない。 

※７ 遺伝子組換え関連で今後利用予定なし。 

使用簿が作成されていないものが８点、作成されているが記帳されていないもの

が１点あり、全体の半数の使用状況が把握できていない状況であった。また、１年

間で１日も使用実績がないものが５点あった。 

試験研究機関は生産工場と異なり一つの機器を連続して使用するということではな

く、テーマ・目的に従った利用になる、という性格のため使用頻度が少ないとしても、

著しく使用頻度の低い機器が多く見受けられことは問題である。また、機器類の稼動

状況は記録されておらず、どの程度活用されているのか明確でない。 

 
(2) こんにゃく特産研究センターについて 

こんにゃく特産研究センターの施設設備を視察した際、下記の６点については、年間

稼働日数がゼロ日乃至 10 日程度と極めて低稼働であることが判明した。 

（単位：千円） 

備品番号 備品名称 取得年月 取得価額 年間利用日数 備考

H11-159512 高速遠心冷却装置 Ｈ３/10 2,698 ０ ※1 

H11-159514 遺伝子導入装置 Ｈ３/９ 1,096 ０ ※1 

H11-159679 振とう培養インキュベーター Ｈ４/１ 2,209 ４ ※2 

H11-159814 こんにゃく製造装置 Ｓ48/３ 1,139 ３ ※3 

H11-160812 落射蛍光顕微鏡 Ｈ８/３ 1,531 ３ ※4 

H11-160818 土壌・作物体総合分析装置 Ｈ２/３ 2,497 ０ ※5 

注 上記重要物品の低稼働の理由は、以下のとおりである。 

※1. ２台とも遺伝子組換えの実験を行う際に利用するものであるが、遺伝子組換え実験は、現在、国民

の全体的なコンセンサスが得られていないとの認識に基づき、食用作物については、６年前から実験

が中止されているので、現在使用されていないとのことである。なお、当分の間、食用作物について

の研究は実施しない方向であるという。 

※2. 細胞組織の培養を実験するときの機器であり、最近は殆ど利用していない。本機はカルス等の組織

培養に供試していたが、遺伝子組み換え試験の中止により、現在は腐敗病菌・葉枯病菌の培養に年

間４日程度使用している。遺伝子組み換えによる品種育成は消費者ニーズに反するため、再開の見

込みが立たない一方で、ウイルス抵抗性品種に対する生産現場からの要望は非常に高い。遺伝子組

み換え技術を用いず、ウイルス抵抗性の高いコンニャクを作るには、トマト等で実用化された弱毒

ウイルス株の利用が有効であると考えられる。本技術の確立には弱毒ウイルスの作出はもとより、

茎頂培養によるウイルスフリー株の大量増殖が必要である。ウイルスフリー株の培養に本機が活用
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できると思われ、今後の研究推進に必要な機器の一つであると言える。弱毒ウイルスに関する試験で

は現在は構想段階であるが、今後推進すべき研究課題の一つであると考えているとのこと。 

※3. 名称はこんにゃく製造装置であるが、現在は「シラタキ」が製造できるような設定になっている。

最近では殆ど利用がなく研究センターでの役目は終了しているという認識であるとのこと。 

※4. こんにゃくの微細構造の特徴等を研究する場合に利用するということであるが、過去１年間におけ

る利用は殆ど無いということである。 

※5. 土壌の状況について作物を含めて総合的に分析する装置である。平成 4 年までは土壌分析に利用し

ていたが、現在は、前橋の土壌環境グループに分析を依頼しているため利用していないとのこと。 

 
（改善策） 

（1） 著しく使用頻度の低い機器類については、今後の利用状況も検討した上で活用、ま

たは廃棄するか否か決定し、しかるべき手続を取る必要がある。例えば①インターネ

ットで転売先を募集する、②県立８試験研究機関で機器類のデータベース化が行われ

ているので、共通利用、貸し出し、転売等の情報収集をする等が考えられる。 
また、機器類の導入に関しては投資対効果を検討し、優先順位の高いテーマ・目的

に応じて導入を行うべきである。 

 

（2） 機器類の稼動実績データはその活用によって、①次期更新の基礎データになる、②

機器類の効率化のための改善のきっかけになる（原因分析ツールとして）、③不用資

産発見のきっかけになる等に役立つと思われるので、記録しておく必要がある。 
現在の科学技術の飛躍的な発展を考えると、最先端機器も５年もすれば陳腐化する

状況であり、限られた研究資源を有効に使用するためにも欠くことのできない管理ツ

ールであると思われる。 

（参照 各試験研究機関に共通する監査結果 1－17 頁） 

 

１５ 県立試験研究機関内の備品の貸付手続きについて 

県立試験研究機関内の備品の貸付手続きが適切に行われていない。 

（現状及び問題点） 

以下の物品は、平成 17 年春から、畜産試験場に貸し付けられているにもかかわらず、契

約書等が作成されていない。 

管理単位 備品番号 名  称 取得年月 取得価額 
前橋作物育種 H11-166604 ヘイベーラ 昭和 60 年 10 月 12 日 1,830 千円 
 
（改善策） 
契約書、借用書等を作成すべきである。 
今後、資産の効率的な利用の観点から、県立８試験研究機関で共有の資産を購入・保有

する機会も増加し、各機関間での資産の移動貸借が頻繁に行われることが予想される。移

動の都度、管理換の手続きを行う方法も考えられるが、管理主体の一元化による責任の明

確化という観点から、管理主体は変更せずに、使用貸借という方式を取る方が適切と思わ

れる。このような事態に対応するために、管理換の規定に加えて、県の機関内の貸借の規

定を検討することが望まれる。 
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１６ 遊休不稼動建物等について(共通) 

現在、使用状況が十分でない古い建物や施設については、取り壊しも含めて今後の管理

のあり方について早急に検討すべきである。 

（現状及び問題点） 

遊休状態にあるか、または十分に管理されていないと思われる以下の施設があった。 

・本所：研修館建物 

・前橋研究拠点：病害虫防除所建物、職員用グランド・テニスコート 
また、前橋研究拠点東研究棟２階の一部を（社）県有機肥料協会と県食品産業協議会に、

本館１階の一部を（社）県植物防疫協会に賃貸しているが、賃貸料は光熱水費相当額のみ

であり、十分な活用法であるのか、契約自体に問題がないのか検討する必要がある。 
 
（改善策） 
長期的展望も踏まえ建物、施設の効率的な活用方法をその存廃も含め検討すべきである。 
（参照 各試験研究機関に共通する監査結果 1－18 頁） 

 

１７ 前橋研究拠点の農業機械器具保管庫の利用状況について 

展示されている過去の伝統的な農機具等の公開は不十分であり、検討が望まれる。 

（現状及び問題点） 

前橋研究拠点の農業機械器具保管庫には、過去の伝統的な農機具等が展示され、開発途

上国からの研修者や県民に公開されているが利用の頻度は少ない。 

 
（改善策） 
積極的な公開の方法を検討する必要がある。もし、展示に意義が見出せないようであれ

ば、廃棄を検討するか、必要とする資料館等への移設、管理を検討することが望まれる。 
 

１８ 前橋研究拠点の格納庫の保安対策について 

前橋研究拠点の格納庫について、収納機械器具等の保安対策が不十分である。 

（現状及び問題点） 

前橋研究拠点の格納庫にはシャッターがなく、チェーン張りのみである。盗難の心配

だけでなく、幼児等の侵入による事故等も懸念される。 

 
（改善策） 
保安対策、例えばシャッターの設置等を検討すべきである。 

 

１９ 火災共済付保状況について(共通) 

火災共済保険については、付保していない高額な建物があるが、リスク管理の観点か

ら見直しを検討する必要があるのではないかと思われる。 

（参照 各試験研究機関に共通する監査結果 1－19 頁） 
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２０ 肥料の在庫たな卸について 

肥料等について実地たな卸が実施されていないが、たな卸資産の使用実績管理の観点

から、実地たな卸の手続きは欠かせないものである。 

（現状及び問題点） 

肥料等について実地たな卸が実施されていない事例がある。 

 
（改善策） 
たな卸資産については、実地たな卸を実施し、正確な使用量を把握管理するとともに、

正確な財産の状況も把握すべきである。 
 
２１ 薬品等の管理状況について(共通) 

毒物・劇物や農薬取締法に指定されている多くの薬品を業務上取り扱っていることか

ら、より一層、適切な保管管理等に努める必要がある。 

（現状及び問題点） 

農業技術センターは、試験や検査に使用するため、薬事法（昭和 35 年 8 月 10 日法律第

145 号）、毒物及び劇物取締法（昭和 25 年 12 月 28 日法律第 303 号、以下「毒劇法」とい

う）及び農薬取締法（昭和 23 年法律第 82 号）により、適正使用と管理が求められている

薬品等を保持している。 
（1） 毒劇法 
薬品等による凶悪事件の発生があったことから、群馬県では「毒物及び劇物の適正な

保管管理等の徹底について」（平成 10 年 7 月 30 日群馬県保健福祉部長通知）により群

馬県庁各機関、国関係機関及び各市町村並びに民間関係団体等に毒物及び劇物の適正な

保管管理等の周知徹底を指導している。 
内 容：① 保管場所を敷地境界線から離す。 

② 目の届く所に保管する。 
③ 施錠する。 
④ 毒劇物管理簿を備え、記録する。 
⑤ 漏えい、流出を防止する。 
⑥ 貯蔵する場所に「医薬用外毒物」または「医薬用外劇物」の表示をする。 
⑦ 移動、運搬時には注意する、他である。 

上記指導は民間関係団体も対象としており、県の機関である農業技術センターは、より

一層、適切な保管管理等に努める必要がある。 
 
（2） 農薬取締法 
群馬県における農薬の適正な販売、使用及び管理に関する条例（平成 14 年 10 月 11 日

条例第 54 号）で適正使用と管理を義務付けている。 
内 容：① 農薬の盗難、紛失、飛散、流出等を防止するよう努める。 

② 使用した農薬について、購入の状況、使用時期、希釈倍率、使用量、使

用した農産物等を記録し、三年間その記録を保存するよう努める他である。 
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これに対して、農業技術センターの管理上の問題点として以下の点が挙げられる。 
問題点：① 場内管理規程が作成されていない。 

② 劇毒物管理簿の記帳が十分でない。 
③ 前橋研究拠点、農産加工グループでは、保存戸棚には鍵がなく、部屋

の鍵が１本あるのみで、しかも、グループ員全員が鍵を扱える状況であ

る。 

また、本所生物工学グループでは、保存戸棚に鍵はあるが、鍵を保管

しているキーボックスの鍵は、グループ員全員が扱える状況である。 
 

（改善策） 

早急に管理者の指定を含めて適切な管理がなされるよう、場内管理規程の作成、薬品管

理簿の備え付け及び記録、現品確認の実施、施錠管理等改善されたい。 

（参照 各試験研究機関に共通する監査結果 1－21 頁） 
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（監査の視点） 研究課題の設定、研究成果の評価及び開示が適切に行われる仕組

みになっているか 

 
〈課題設定・研究成果に関する評価等の現状〉 

農業技術センターによれば以下のとおりである。 

１ 試験研究推進体制について 

農業関係試験研究推進については、「農業技術推進会議」を設置し（設置者＝農業局

長）、同体制における検討により研究課題設定、成果の普及等の施策を講じている。 

① 組織及び構成…農業技術推進会議本会議 

                 同        企画部会 

                     同        専門部会（農業、蚕業、水産、畜産） 
② 検討事項等 

・試験研究の基本方向、推進方向について 

   ・試験研究課題及び研究成果の普及に関すること 
   ・試験研究運営の効率化に関すること 
   ・その他、農業研究推進に関して必要な事項 
 

２ 試験研究課題化、課題評価手法について 

(1) 研究課題要望調査の実施 

生産現地に対して、研究成果の迅速・効果的な移転を図るためには、現地ニ－ズを

踏まえた研究課題の設定が重要であり、農政課では、毎年度、市町村、関係団体（農

協等）及び局内地域機関を通じて生産者等に対して研究課題要望調査を実施している。 

また、局内ＨＰにも掲載し、一般県民からの要望を聴取できるシステムとしている。 

なお、要望の回答については、農業技術推進会議体制による検討を行い、研究課題

として採択する場合には（２）に記述する研究課題化と連動するシステムとしている。 

 
    「研究課題要望調査」 
 

 

 

 

 

 

 

 

                        研究ニ－ズの掌握 
                        課題化の検討 

 

① 農政課により収集された研究課題要望については、各専門分野（農業・蚕業・水産

・畜産）に分類、農業技術推進会議各専門部会に付議され、研究課題としての妥当性

生 産 者 等

市 町 村

関 係 団 体

局 関 係 機 関

（ＨＰ掲載）

企画部会 

検  討 
専門部会 

検  討 
本 会 議 
回答決定 

（第一次措置案） （措置原案） 
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について検討される。これは、第一次措置案として決定され、同企画部会に上程され

る。 
② 第一次措置案を受けた企画部会では、各専門分野間調整の必要性の有無等を検討し

た後、措置原案として確定し、本会議へ付議する。 

本会議では、この措置原案に基づき、最終の措置方針として決定する。 

ここで、「採択」とされた課題については、新規研究課題又は現行課題の細課題と

して実施予定とされる。 
 
(2) 研究課題化 

各研究機関における研究課題設定については、研究課題要望調査等に基づくニ－ズ

型課題、また、研究機関（員）自らの発案によるシ－ズ型研究課題を設定している。 
このため、農業技術推進会議では、研究課題要望調査に基づく課題とシ－ズ型の研

究課題が検討されるとともに、研究機関を横断してのプロジェクト研究が協議される。 
なお、研究機関が主要研究課題と設定されたものは、課題決定後、外部評価会の手

続きを経ることとなる。 

 

「研究課題設定」 

                       研究課題要望調査 
 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 研究課題評価手法 

研究機関による主要研究課題等として位置付けられたものは、外部評価制度（事前

・中間）の活用により、研究課題実施手法等の充実に努めている。 

    ① 事前評価 
研究課題実施に着手する初期段階で、研究から実用化までに解決すべき課題を可

能な限り整理し、研究実施を円滑に行うことを目的とする。 

    ② 中間評価 
研究の進捗状況を外部専門委員の評価を得、「関連研究との整合を確認し、研究

の効率的な実施」、「研究成果の見通しを早い段階から予測し、実用化段階の取組

みとの連携を効率的に進めること」等を目的とする。 

    ③ 事後評価 
同評価については、研究開発技術の現地における活用等、実用化段階の評価を        
目指すものとし、今年度より、研究機関と普及指導体制の連携が進められたことを

受け、その実施方法等については現在検討準備中である。 

各担当Ｇ 企画部会 

検  討 
専門部会 

検  討 
本 会 議

課題化決定

研究機関内検討 
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「研究課題評価（主要研究）」 

 

 

 

 

※その他、独立行政法人との共同研究等で外部からの評価を得られる場面があれば活用する。 

 

(4) 計画進捗状況調査 

「農業研究基本計画」における研究課題の進捗状況を把握するため、毎年度末、進

捗状況調査を実施している。 

なお、平成 17 年度においては、この進捗状況等を踏まえ、新たな「農業研究基本計

画」における研究重点目標設定の参考とした。 

 
意見 

２２ 外部評価委員による外部評価について（共通） 

（1） 研究の外部評価については「群馬県農業研究機関における研究課題外部評価に関する

指針」（以下「指針」という。）に規定されているが、事後評価が盛り込まれていない。

（2） 研究が計画した内容で順調に推移していると農業技術センターが認めた研究について

は外部の委員による中間評価を省略している。 

（3） 指針によれば、試験研究の評価委員は３～５名程度を選任することになっているが、

現実には評価委員を２名しか選任していないケースが散見される。 

（現状及び問題点） 

(1)について 

研究の外部評価については「群馬県農業技術推進会議設置運営要綱」の中の｢その他第

８（３）｣で「農業技術推進に係る要領等」の一つとして、「指針」が規定されている。 

この「指針」には事前評価、中間評価の規定はあるが、研究の成果の実用化等につい

ての事後評価は規定されていない。 

 

(2)について 

「指針」によれば研究の進捗状況を評価するために、原則として、事前評価した研究

課題について、外部委員による研究の中間評価を行うとしている。しかし農業技術セン

ターでは、費用対効果の観点から、研究が計画した内容で順調に推移している場合には、

推進会議に諮って、中間評価を省略している。 

 

(3)について 

「指針」によれば研究課題の外部評価は「決定された課題ごとに試験研究機関の長が

評価委員３～５名程度を選任して行なうものとする。」と規定している。しかしながら農

業技術センターでは現在研究課題によっては、費用対効果の観点から、内容に応じて２

名の外部委員による外部評価を実施している。 

 

 

本 会 議 

課題化決定 
 

課題実施 

 
事前評価 

 
中間評価 
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（改善策） 

(1)について 

研究終了後において当該研究の効率性、目的達成度、実用性等について、外部委員に

より事後評価をうけることは重要であり、「指針」においても規定すべきものと思われる。 

 

(2)について 

「指針」では中間評価は「原則として行う」と規定していることから、義務規定では

ないが、中間評価の意義は、研究の進捗状況の評価を得ることにより、「関連研究との整

合を確認し、研究ロスを最小限にし、研究を効率的に進めること、研究成果の見通しを

早い段階から予測し、実用化段階の取組との連携を効率的に進める」こと等を目的とし

ているのであるから、重要な手続きである。中間評価の省略を行う場合には、指針の趣

旨に鑑み、合理的な理由の明示等慎重に対応することが望まれる。 

 

(3)について 

「指針」の趣旨に鑑み、広く外部に意見を求められるよう慎重に対応することが望ま

れる。 

（参照 各試験研究機関に共通する監査結果 1－23 頁） 

 

２３ 外部評価委員の評価基準について（共通） 

農業研究機関の研究で実施している外部評価について、研究課題では事前評価と中間

評価を同じ評価基準を用いているが、評価の目的が異なるのでそれぞれに基準を規定す

ることが望ましい。 

（参照 各試験研究機関に共通する監査結果 1－23 頁） 

 

２４ 外部評価委員の評価書について（共通） 

研究課題についての外部委員の評価書は、農業技術センターでは、外部評価の実効性

を損なう恐れがあるので改善する必要がある。 

（現状及び問題点） 

（参照 各試験研究機関に共通する監査結果 1－24 頁） 

 

２５ 研究計画が数年に亘る場合の取扱いについて 

研究計画が数年に亘るものの場合、年度毎の具体的研究計画が記載されていないもの

があるが、改善する必要がある。 

（現状及び問題点） 

農業技術センターの研究計画は数年に亘るものがあるが、年度研究実施計画を見ると年

度毎の具体的研究計画、目標成果が記載されていないものが散見される。 

 

（改善策） 

年度毎の研究目的、成果目標、研究方法を具体的に計画し、年度毎に評価をすべきであ

る。また、やむなく研究が数年に亘る場合、年度毎の具体的研究計画を明示すべきである。 
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２６ 種苗の取扱いについて 

農業技術センターにおいては群馬県育成品種として品種登録している品種が相当数あ

る。種苗に関する規定である「海外優良種苗・遺伝資源導入事業関連の品種・系統等の

取扱い要領」（平成７年４月１日策定）（以下「要領」という。）は、策定以来見直し

がされていない。 

（現状と問題点） 

 農業技術センターでは群馬県育成品種として品種登録されている品種が相当数ある。こ

れは農業技術センターのこれまでの研究実績であり、高く評価されるべきものである。ま

た同時にこれは群馬県民の財産として適切に管理保管されるべきものである。近年特に種

子が国際間の戦略物資になっており、各国共に種子の管理には最新の注意を払っていると

ころであるが、この見直しに取り組んでいない。 

 

（改善策） 

「要領」の内容を再検討することが望まれる。 

 

２７ 研究成果の調査、分析について（共通） 

基礎研究と応用研究（実用化研究）では異なるが、応用研究の研究成果に関しては、

県の経済にどれだけ貢献したかを追跡調査の上、何らかの形で金額評価し、公表するこ

とが有益であると思われるので検討されたい。また研究計画も、期待される効果につい

て抽象的表現が多く、具体的な目標成果が掲げられていない。 

（参照 各試験研究機関に共通する監査結果 1－24 頁） 
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（監査の視点） 試験研究機関の運営は設置目的に沿って行われ、かつ効率的に運

営されているか 

 
意見 

２８ 外部資金の導入について（共通） 

県財政は逼迫しており、今後も急速な回復が望めない状況下、研究に必要な資金は外

部資金を積極的に活用する必要がある。 

（現状及び問題点） 

平成 14 年度から平成 16 年度までにおける研究用重要物品の購入は 17 点・59,171 千円で

ある。規模から考えて必ずしも十分な投資ではない。財政難から研究用機器の購入や設備

投資が制限される状況であり、今後もこの状況が継続することが予期される。これでは研

究活動の活性化、高度化は難しいと思われる。 
競争的資金を積極的に獲得することにより、少しでも多くの研究費を確保することが必

要であるが、監査対象期間における外部資金の導入は、以下のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

この 3 年間で件数、金額とも増加しているが、農業技術センターの規模から考えて必ず

しも十分とはいえない。 

 

（改善策） 

県の財政難の折、公設試験研究機関の役割を踏まえて、研究事業費をできる限り補助金

や委託費により賄うことが望まれる。研究事業を拡充するためには、国等の機関や民間と

の共同研究の導入によって、競争的資金の導入、補助金の獲得や受託収入の増加を積極的

に図り、活性化を目指す必要がある。 
（参照 各試験研究機関に共通する監査結果 1－26 頁） 

 

２９ 評議会（試験研究機関運営の諮問会）の必要性について（共通） 

評議会（試験研究機関運営の諮問会）を設置し、運営管理に有識者や民間出身者の参

加及び活用を図ることによって視野の拡大、効率的な運営の追求、幅広い県民の意見の

重視等の効果が期待されるので検討されたい。 

（参照 各試験研究機関に共通する監査結果 1－27 頁） 

年 度 受託先 受託事業収入 

平成 14年度 8 件 11,876 千円

平成 15年度 10 件 19,763 千円

平成 16年度 20 件 33,507 千円

合 計 38 件 65,147 千円
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３０ 人事面の施策について（共通） 

研究活動及び組織の活性化を図るため、または中長期的な研究の成果を挙げるために

は、人事的にも様々な施策を採ることが必要であると思われる。 

（現状及び問題点） 

（1） 職員の在職年数等の状況は以下のとおりである。（平成 17 年３月 31 日現在） 

群馬県農業技術センターは平成 15年に統合されたので当場の勤続年数が全員２年以下

になっている。統合前の勤務年数は他試験場に含まれている。なお、上記の統合前の勤

務年数を通算すると群馬県農業技術センターの平均勤続年数は 12.5 年になる。 

 
（2） 新しい人事制度の主な取り組みは、以下のとおりである。 

① 選考採用…選考採用は昭和 40、50 年代にはあったが、近年は平成 15 年度に

１名選考採用で研究員になった例があった。 

② 任期付研究員（３年間）…平成 16 年度末現在１名（初採用）。独立行政法人

産業総合研究所の研究員で特定テーマの専門家。今後研究業務の活性化が期待

できる。 

 

（3） 一般的に人事の滞留現象が発生する理由として以下の事項が考えられる。 

① 試験研究期間の長期化 
農業に特化した技術の特殊性のため、調査・研究には長期間を要する。また、

研究職員の研修という面を考えた場合にも、実地研修に長期間を要する。 
② 少人数なのでローテーション等が困難 
研究に必要な人数が最低限の少数のため、組織の変更等が困難である。また、

他局との異動は少ない。 
 
（改善策） 
以下の事項を検討されたい。 
（1） 任期付研究員制度について 

人事の滞留化によって、研究活動及び組織の活性化に支障をきたす恐れがある。研究

課題の内容によって、数年間の任期付研究員制度の採用を積極的に検討されたい。 

 

（2） 民間研究者活用について 
地方公務員法の制約はあるが、民間の研究者等の活用も検討されたい。なお、農業

勤続年数 
職種 人数 年齢(歳)

当場 他試験場 行政機関 計 

研究職 90 人 42.0 1.9 10.6 5.4 18.0 

行政職 9 人 50.4 1.8 0.9 28.0 30.6 

技労職 18 人 45.5 2.0 19.3 1.9 23.2 

平均 43.1 1.9 11.3 6.4 19.6 
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技術センターでは「選考採用」の実績があるので、今後も活用されたい。 
 

（3） 行政部門や他の研究機関との交流 
農業技術センターは県の専門機関であり、行政施策に沿った試験研究の実施が求め

られる。行政部門との人事交流を行うことにより、試験研究機関以外での経験が、研

究に対する視野の拡大や視点の変化につながり、結果として行政的視点や県民ニーズ

に見合った研究業務の変革、活性化の効果が期待される。 
また、これからは、群馬県の他の試験研究機関と連携して研究に取り組んでいく必

要が増大すると思われるが、局の壁を越えた研究職員の人事交流を視野に入れた全庁

的な取り組みが求められる。 
なお、群馬県では新政策課科学技術振興室が県の研究機関の連携に関する業務を行

っており、今後の活動が期待される。 
 

（4） 業績連動型人事評価について 
現状では研究員の給与は研究職給料表で計算され、業績評価に連動した処遇制度は

採用されていない。ひとつの方法として成果と評価を処遇に反映させることにより研

究活動の活性化につながると思われるので、現状の給与制度等を見直し、業績連動型

給与の導入を検討することが望まれる。 
（参照 各試験研究機関に共通する監査結果 1－28 頁） 

 

３１ 研究職員の育成について（共通） 

研究職員の質的向上を図り、より大きな成果をもたらすには、長期的に見て研究職員

の研修制度の充実が必要である。 

（参照 各試験研究機関に共通する監査結果 1－29 頁） 

 

３２ 業務の効率化の追求について（共通） 

人件費の抑制にかかる施策として、嘱託・臨時職員の活用、機械化の推進、アウトソ

ーシング化の検討等、抜本的に業務の効率化に取り組む必要があると思われる。 

（現状及び問題点） 

農業技術センターにおける人件費は次のとおりである。 
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（単位：千円） 

（注）１ 人件費には、報酬、給料、諸手当、共済費及び賃金を含む。 

２ 公営試験研究機関の人件費の研究費に占める平均割合は平成 15 年度で約 70.4％である（文

部科学省発行 平成 17 年版科学技術白書より）。 

このように人件費は総コストに占める比率の高い項目であり、今後財政がますます厳し

くなることが予想される中で、人件費の抑制に関する施策は重要課題であると考える。 
また、職員（嘱託・臨時除く）一人当たり平均人件費は次のとおりである。 

（単位：千円） 

（注）１ 平成 14 年度から平成 15 年度にかけて行政職が 10 人減少している。これは病害虫防除所（行

政機関）が統廃合されたことによる。 

２ 所長人件費については、平成 14 年度は研究職として、平成 15・16 年度は行政職（農業局参

事）として集計されている。そのため行政職の平成 15・16 年度の平均人件費は高額になって

いる。 

農業技術センターの業務内容は①調査研究業務、②依頼試験・検査業務及び③技術相談

・民間普及業務であるが、従事時間を聞き取ったところ概ね 60％、25％、15％程度である。 
これらの業務は、研究職員の管理下現業職員、嘱託・臨時職員を従事させて行っている。 

平成 17 年 3 月 31 日現在、研究職員 90 名、現業職員 18 名に対して、嘱託職員 7 名・臨

時職員は 55 名の在職でその事務分掌は以下のとおりである。 

 

 

区       分 平成 14 年度 平成 15 年度 平成 16 年度 

研究職 779,641 770,659 724,191 

行政職 149,774 85,926 85,090 

現業職 138,706 138,832 131,860 

小   計 1,068,121 995,418 941,141 

嘱託職員 71,101 61,966 17,080 

臨時職員 31,667 25,493 58,131 

人

件

費 

合   計 1,170,889 1,082,877 1,016,352 

支出総額 1,484,176 1,377,406 1,246,661 

支出総額に占める人件費割合 78.8％ 78.6％ 81.5％ 

平成 14 年度 平成 15 年度 平成 16 年度 
職 種 

人数 平均人件費 人数 平均人件費 人数 平均人件費 

研 究 職 93 8,383 96 8,027 90 8,046 

行 政 職 19 7,882 9 9,547 9 9,454 

現 業 職 19 7,300 19 7,306 18 7,325 

合 計 131 8,153 124 8,027 117 8,043 
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職種 所属グループ等 職員数 業務内容 

総務グループ 1 人 運転業務 

農産加工グループ 1 人 研究補助 

発生予察グループ 1 人 病害虫防除調査 

作物育種グループ 1 人 圃場管理 

嘱 

託 

職 

員 
高冷地野菜研究センター 3 人 圃場温室作物管理 

総務グループ 2 人 事務補助 

機械施設グループ 4 人 農作業 

   〃 4 人 分析補助 

病害虫グループ 4 人 農作業 

   〃 1 人 分析補助 

生物工学グループ 3 人 農作業 

作物育種グループ 3 人  〃 

園芸育種グループ 4 人  〃 

作物グループ 4 人  〃 

野菜グループ 7 人  〃 

果樹グループ 9 人  〃 

中山間園芸研究センター 3 人  〃 

東部地域研究センター 3 人  〃 

臨 

 

時 

 

職 

 

員 

こんにゃく特産研究センター 4 人  〃 

合計  62 人  

 

（改善策） 

業務効率化の項目として以下のものが考えられる。 

（1） 嘱託・臨時職員の活用 

農業技術センター内の施設設備を視察した際、作業的な業務がかなりあると見受け

られたので、業務分析により作業工程の見直しと工夫によって、適材適所の観点から

作業的な業務を嘱託・臨時職員に行わせることは、給与コストを考慮すれば検討すべ

き課題である。 

 

（2） 機械化・省力化推進 
また、その見直しの過程での機械化・省力化の推進も重要な要素である。 
 

（3） アウトソーシングの可能性 
業務の選択肢として、他に委託した方が効率的な業務は極力外部委託することを検

討する必要がある。 

これらの対策の実行により、品種育成、栽培業務が効率化すれば、研究費の確保及び

研究時間の増加・特化が図られ、より効果的な研究ができるものと期待される。 

（参照 各試験研究機関に共通する監査結果 1－30 頁） 



群馬県農業技術センター 

4－45 

３３ 試験研究における計画策定及び進捗管理について（共通） 

研究の進捗管理がグループ内においては、コミュニケーションレベル中心で行われて

いるケースが多く、文書化が進んでいない。 

（参照 各試験研究機関に共通する監査結果 1－31 頁） 

 

３４ 試験研究に係る作業工数の把握及び分析について（共通） 

試験研究にかかった作業工数の把握が明確にされていない。作物の栽培など農業の特

殊性はあるが、可能な限り計画の策定、進捗管理、作業分析を行う仕組みの導入を検討

されたい。 

（参照 各試験研究機関に共通する監査結果 1－32 頁） 

 

３５ 光熱水費節減について（共通） 

光熱水費の節減努力は行っているが、さらに節減の検討をされたい。 

（参照 各試験研究機関に共通する監査結果 1－32 頁） 

 

３６ 組織統合に伴う研究業務等の効率化について 

組織統合に伴う業務上の諸問題点につき、早急に解決することが必要である。 

（現状及び問題点） 

平成 15 年の組織改正により農業試験場、園芸試験場、農産加工センター、病害虫防除所

が農業技術センターに統合された。 

統合の主なねらいは、研究を園芸分野（主に本所）に一層重点化すること、研究の効率

化を図り、限られた人員と予算で効果的な研究を実施することである。 

しかし、組織統合から日が浅いため、業務上の諸問題点が未解決になっている。 

以下は農業技術センターからの聞き取りによる主な問題点の要点である。 

（1） 普通作物研究（主に前橋研究拠点）と園芸作物研究（主に本所）を別々の場所で実

施していることから、それぞれに関連する研究分野の研究者（土壌研究・病害虫・農

業機械など）は、本所と前橋拠点を往来しなければならない非効率がある。 

 

（2） 本県の水田農業を展望したとき、研究のあり方として、今まで以上に水田の多様な

利用の検討が必要である。園芸作物等の普通作物以外の栽培研究との連携強化が重要

であるが、これまで研究場所が離れていることなどから、十分な成果を上げていない。 

 

（3） 作物栽培の研究が分散していることから、共通利用が可能な汎用性の農業機械（ト

ラクターなど）や備品などを別々に保管・整備しなければならない。また、運搬に労

力を要すること等から、ほとんど共通利用されていない。 

 

（4） 農業技術センターは、研究の中心である栽培関係を「生産技術部」に位置付けて研

究管理を実施している。園芸作物と普通作物の研究が別々の場所で実施されているこ
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とから、日常的研究管理に非効率な面が見られる。 

 

（5） 書類の回議、グループ間や職員への連絡や調整等が非効率で、業務のスピードアッ

プや危機管理機能も課題が多い。 

 

（改善策） 

組織統合から日が浅いため、上記のような諸問題点が未解決になっている。組織統合の

趣旨を実現させるためにも、早急にこれらの問題を解決すべきである。 

 

３７ 農産加工グループの業務内容について 

農産加工グループについては、その研究内容は必ずしも先端的な技術を伴うものでは

なく、農家及び農業団体に対する技術指導的なものが多いと思われ、研究目標の明確化

を図る必要がある。 

（現状及び問題点） 

（1） 農産加工グループの業務内容 

群馬県組織規則に「農作物の加工及び利用についての試験研究及び調査に関するこ

と。」とあり、業務概要は、「県農産物の販売力を強化するための調査研究（農家等

産地支援のための調査研究・分析及び地産地消を中心とした生産と流通販売の調査研

究）」である。 
 

（2） 経緯 

もとは「群馬県農産加工指導センター」として主に農村における生活改善の一環と

しての業務であったが（当時は職員 10 人体制）、その後農業技術センターに統合さ

れ、現在農産加工グループとして４名が従事している。研究所は前橋研究拠点の旧群

馬県農産加工指導センター建物内にある。 

 

（3） 問題点 

① 「地産地消」として農家及び農業団体に直売所や地域フェアー等による起業の機

会を与える、というのが主な狙いであるが、目的を達成したことと対象農業者の減

少等により規模は縮小している。 

② 研究内容は一部先端的な技術を伴うものもあるが、農家及び農業団体に対する技

術指導的なものが多いと思われ、全体的には専門家による試験研究としては分析機

器等の制約もあって不十分な面が見られる。 

③ 農産物の加工に関しては群馬産業技術センターでも同様の専門的研究を行って

おり、県の研究機関として重複業務になっていないかとの疑問が持たれる。農業技

術センターの対象者は農家だが、群馬産業技術センターは食品業者であるとの意見

もあるが、役割分担が明瞭でない部分もある。 

 

（改善策） 

農産加工グループについては、研究目標を明確にすることで、県の農業政策で担うべき

役割を見直す必要があると思われる。 
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３８ 作物育種グループにおける米麦大豆の種子生産事業について 

作物育種グループにおける米麦大豆の種子生産事業について、作業的業務に従事する

人員をより有効的に活用するための検討が望まれる。 

（現状及び問題点） 

（1） 作物育種グループについて 

群馬県行政組織規則では、①普通作物の品種育成についての試験研究及び調査に関

すること、②普通作物の奨励品種に関すること、③稲、麦及び大豆の原原種及び原種

生産に関することと規定している。従事職員は研究職員４人、現業職員５人、嘱託１

人及び臨時職員３人の計13人である（監査実施時）。 

 

（2） 業務内容 

上記③は優良品種の米麦大豆種子を生産、配付することであり、前橋研究拠点の圃

場で栽培している。売払い取引は米麦大豆振興協会を通じ農協に有償で支給している。 

 

（3） 問題点 

前橋研究拠点を視察した際の印象及び人員配置の状況から、米麦大豆種子生産（つ

まり研究以外の事業）に、相当な労働力を投入しているように感じる。 

 

（改善策） 

限られた人的資源を有効に活用するには、種子の生産や配布などにおける作業的業務は

外部委託をするなどの工夫が必要と思われる。 

 

３９ 高冷地野菜研究センターの研究業務について 

高冷地野菜研究センターの研究業務は、キャベツに関する病害虫防除対策、品種育成

及びその肥料に関する研究課題が主要なものであるが、キャベツ以外の野菜の研究も少

ない状況にあり、見直しが求められる。 

（現状及び問題点） 

高冷地野菜研究センターの研究課題の大半はキャベツに関する研究である。キャベツ以

外で研究対象としている野菜として主要なものはベニバナインゲン程度である。また、冬

季は 11 月の中旬から３月頃まで雪に覆われていることから、冬季の研究の遂行は難しい状

況にあり、現状は残念ながら広大な高冷地野菜研究センターの効果的な利用がなされてい

るとは言い難い状況である。 

 

（改善策） 

高冷地栽培に適する野菜はキャベツだけではないものと思われる。キャベツ以外の野菜

の研究を進めるとともに、雪で実証研究が出来ない冬季の対策を検討すべきである。 
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４０ 行政コスト計算書の活用について（共通） 

農業技術センターの運営の効率性、経済性の評価尺度として費用対効果のバランスが

重要であるが、この費用対効果の費用の概念として、県財務会計システムによって集計

された支出額では、全コストの中の一部であり十分とは言い難い。発生主義による全コ

ストを網羅的に把握した行政コスト計算書が作成され､活用されるべきである｡ 

（参照 各試験研究機関に共通する監査結果 1－33 頁） 

行政コスト計算書                        （単位：千円、%） 

平成 14 年度 平成 15 年度 平成 16 年度 
区    分 

金額 比率 金額 比率 金額 比率

Ⅰ 人にかかるコスト 1,233,071 74.0 1,139,606 74.0 1,065,233 74.5

 人件費 1,170,889 1,082,877  1,016,352 

 退職給付費用 62,181 56,728  48,881 

Ⅱ ものにかかるコスト 399,513 24.0 370,616 24.0 336,482 23.5

 物件費 11,575 6,543  1,716 

 維持修繕費 234,812 215,894  194,551 

 減価償却費 120,691 119,950  117,475 

 委託費 32,434 28,228  22,738 

Ⅲ 移転的なコスト 1,859 0.1 984 0.1 1,080 0.1

Ⅳ その他のコスト 32,180 1.9 29,737 1.9 26,592 1.9

 公債費（利息支払） 28,330 25,887  22,967 

 土地機会費用 3,850 3,850  3,624 

行政コスト総額 1,666,625 100.0 1,540,945 100.0 1,429,389 100.0

収入計 87,501 102,608  78,632 

行政コストの純額 1,579,123 1,438,336  1,350,756 

研究職員数（人） 93 96  90 

研究職員１人当たりコスト 16,979 14,982  15,008 

県民数（人）（注） 2,028,693 2,031,415  2,028,733 

県民１人当たりコスト（円） 778 708  665 

（注）県民数は群馬県総務局統計課作成「基本統計・群馬県移動人口調査」による各年 4 月 1 日現在の数

値である。 

（参考）行政コスト総額と支出額の差額             （単位：千円） 

区  分 平成 14 年度 平成 15 年度 平成 16 年度 

行 政 コ ス ト 総 額 1,666,625 1,540,945 1,429,389

機 関 現 金 支 出 額 1,484,176 1,377,406 1,246,661

差  額 182,449 163,539 182,728

（注）機関現金支出額は 4－14 頁の「最近５年間の決算の状況」に支出合計として記載した数値である。 
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農業技術センターの行政コスト総額は、３年間で 16 億円台から 14 億円台に減少してい

る。これは職員の定数削減をはじめとする財政の削減政策によるものである。 

また、行政コスト総額と機関現金支出額との乖離は、１億６千万円から１億８千万円ほ

どある。これは主に、退職給付費用、減価償却費及び公債費（利息支払）である。 

 

（行政コスト計算書試算の前提条件） 

<機関現金支出額の計算> 

前掲の「収入・支出の状況」各科目支出額から工事請負費及び備品購入費をコスト対象外支出として除

いた金額を計上した。科目の内容は次のとおりである。 

科  目 含 ま れ る 項 目 

人件費 報酬、給料、職員手当等、共済費、賃金 

物件費 原材料費 

維持修繕費 人件費、委託費、備品購入費を除いた支出 

移転的なコスト 負担金補助交付金 

 

<その他発生経費の計算> 

（１）退職給付費用 

各年度末における全職員の退職給与要支払額を算出し、各年度においてその負担額がいくら増加し

たかを計算することによって計上した。 

（２）減価償却費 

建物については公有財産台帳を基に、備品は、各年度末現在に存在する重要物品（｢物品の分類及び

重要物品の指定」（昭和 52 年 5月 1日訓令乙第 4号）による各種自動車及び取得価額 100 万円以上の

もの｣について計算した。 

① 償却方法 

定額法によって計算した。取得価額から残存価額 10％を控除した金額を耐用年数で除して算出し

てある。なお、取得年度の減価償却額は 1 年間の償却額の 2 分の 1 を計上し、償却期間終了のもの

は取得価額の 5％まで減価償却を計算した。  

② 耐用年数 

「地方公営企業法施行規則」別表第２号（昭和 27 年総理府令第 73 号）を参考にした。 

（３）公債費（利息支払） 

農業技術センターの施設の建設にあたって発行した県債に係る金利は各年度の支払金利を調査して

計上してある。 

（４）土地機会費用 

県有土地を他の用途に運用したらいくらの運用益が見込まれるかという観点で機会コストを計上し

てある。計算は各年度における土地の評価額に 1 年定期預金の全国平均利率 0.032％（日本銀行発表

「金融市況」の平成 17 年７月現在の利率による）を乗じた金額を計上した。 

（５）県庁管理費の計算 

県庁（農業局、出納局等）で発生する人事・経理面の支援費用等の県庁管理費、間接コストは考慮

していない。 
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<収入額の計算> 

収入額は、前掲の「収入・支出の状況」収入額を計上した。なお、農業技術センター以外の所属で調定

された収入額も調査の上計上されている。また、国庫補助金は備品購入に対する補助のため除いてある。 

 

４１ 研究課題別原価計算について（共通） 

研究課題ごとに要するコストを把握し、研究の必要性や成果を評価するための情報と

して活用されたい。 

（参照 各試験研究機関に共通する監査結果 1－40 頁） 

 

（研究課題別コストの試算） 

農業技術センターの研究課題を任意に１課題選定し、提出された資料を基に研究課題別

の行政コストを試算した結果は以下の通りである。 

試験研究機関名 農業技術センター 

研究課題 フキ新品種「春いぶき（仮称）」の特性 

予算区分 県単独 

研究期間 平成 14 年度～平成 16 年度 

研究に従事した人数 １人 

当該研究のために取得した資産 なし 

直接 7,034 千円  人件費 

間接 706 千円  

直接 1,109 千円  経 費 

間接 1,258 千円  

減価償却費 727 千円  

支 払 利 息 155 千円  

合   計 10,992 千円  

研究の目的 

群馬県内では、在来「水ブキ」の栽培が昭和 31 年か

ら始まり、現在、中山間地域を中心に約 150ha で行わ

れている。 

フキ栽培では葉柄を中心に収穫するが、最近では、山

菜ブームにより、トウ（花穂）の需要が増しており、

収穫量の多い品種の育成が望まれている。 

そこで、この目的にかなう新品種を育成する。 

研究の成果 

「春いぶき（仮）」は、困難とされていたフキ栽培種

の交雑に国内で初めて成功し、育成した品種である。

本品種は、県内在来種「水ブキ」に比べ、トウの収穫

量が極めて多く、品質においても優れ、収穫期間が長

い特性を有する。 
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研究成果の公表手段 

① 群馬県内関係機関・生産者への情報提供 
② ホームページ等への掲載 
③ 学会口頭発表 
④ 学会誌への掲載 

研究結果の普及活動 

群馬県利根郡昭和村においてフキ新品種「春いぶき」

を委託増殖中であり、来年の春に種株を配布する予定

である。 

県の中山間地域を中心に 50ha 程度の普及を見込む。

 

（研究課題別コスト試算の前提条件） 

（１）研究課題の直接人件費の算定について 

農業技術センターでは、平成 16 年度上半期迄は、研究課題別の研究時間の集計を実施していない。 

そこで、研究者及び補助員が研究課題に従事した時間をあらためて調べたうえで、当該研究者の時

間単価を掛け合わせて算出している。 

研究員及び補助員の時間単価は、研究期間に係る年度ごとの人件費の総支給額と総勤務時間数から

算出している。 

退職コストについては、各年度に発生していると見込まれる金額を算定して加味している。 

（２）研究課題に係る間接人件費の算定について 

所長、副所長、総務グループなどの管理部門にかかる人件費を間接人件費として研究課題に配賦す

ることとした。 

当該間接人件費については次のように研究課題の間接人件費として算定している。 

・管理部門の人件費を集計、管理部門以外の人員の総勤務時間で割ったものを研究に係る勤務時間

あたりの間接人件費とする。 

・対象とした研究課題に従事した研究員の従事時間に勤務時間あたりの間接時間を掛け合わせたも

のを研究課題に係る間接人件費とした。 

・退職コストについては、集計された間接部門の人件費の 5％として加味している。 

（３）研究課題に係る直接経費の算定について 

研究課題のために直接要した消耗品費等を直接経費とした。 

（４）研究課題に係る間接経費の算定について 

支出のうち試験研究費以外の経費と減価償却費を間接経費とした。 

間接経費については間接人件費と同様に勤務時間に基づいて配賦計算している。 

 

４２ 研究成果の普及について（共通） 

研究成果の迅速な普及は今後ますます取り組むべき重要課題であると思われるので検

討されたい。 

（現状及び問題点） 

研究成果の普及に関しては、直接的には各県民局の農業事務所内にある普及指導部門が

主に行っており、農業技術センターは研究成果の資料を提供し、その普及に貢献している。 
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平成 16 年度の「実用化できる研究成果数（技術移転数）」は 37 件であり、うち農家に

移しうる技術は 18 件、普及指導員に提供した資料は 19 件であった。直接的な普及活動の

他、学術雑誌掲載、学会発表等、農業技術センター研究報告及び実用書等技術解説等の発

表論文数は 79 件に及んでいる。また、出願品種数は 5件であった。 
これらの活動は平成 15 年度に設置した「地域共同開発室・企画情報グループ」が主体と

なって実施しており、農業技術センターでも重点項目にしている点は評価される。 

ただ、インターネットを利用した研究成果の迅速な公表という点に関し、改善の余地が

あると思われる。 

 

（改善策） 
群馬県農業政策推進の基本として策定された「食と農の群馬新世紀プラン」（平成 13 年

３月発行、平成 16 年３月「補強版」発行）の中の「農業政策 ④技術の開発・普及」で「…

試験研究機関や関係団体と連携し、現地実証試験やインターネット等情報発信機能の活用

により、研究成果の迅速な普及を図ります。」とされており、インターネットを活用した

研究成果の迅速な普及は、農業技術センターの課題として、県内農業者が不利益を被らな

いよう情報を精査した上で活用を検討されたい。 

（参照 各試験研究機関に共通する監査結果 1－41 頁） 

 

４３ 県立８試験研究機関の連携強化について（共通） 

貴重な研究資源を最大限に活かす観点から、研究の重複を避け、県立８試験研究機関

で連携できるものを積極的に模索して効率化を図ることが求められる。 

（現状及び問題点） 

県には８試験研究機関があり、機関毎に行政目的が異なる予算で運営され、別々に試験

・研究を行っている。また、国、他都道府県、大学、民間でも同様の研究を行っている。

その中で農業技術センターの各研究機関との連携関係は次のとおりである。 

種 類 相手方 平成 14 年度 平成 15 年度 平成 16 年度

国・独立行政法人 3 件 5 件 10 件
共同研究 

民間 4 件 6 件 8 件

国・独立行政法人 ― ― 1 件
受託研究 

民間 5 件 5 件 10 件

連携研究 県立８試験研究機関 2 件 2 件 2 件

合 計 14 件 18 件 31 件

このように、年々件数が増加し、活性化していることがわかる。また、農業技術センタ

ーでは「地域共同開発室・企画情報グループ」を設置し、県内外の研究機関、大学・民間

企業との連携促進及び外部との共同研究の企画・調整を図っていることは評価でき、他の

研究機関との連携関係には努力のあとがみられるが、今後の更なる検討が望まれる。 

 

 

（改善策） 
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貴重な研究資源を最大限に活かす観点から、研究の重複を避け、県立８試験研究機関で

連携できるものを積極的に模索して効率化を図ることが求められる。具体的な連携の例と

して次の項目を検討されたい。 

(1) 重複分野の共同化 

各機関の施設設備を視察した際の印象であるが、近年の科学技術の飛躍的発展に伴い、

具体的な研究分野でも重複する部分がかなり出てきていると思われる。例えば、バイオ

技術、遺伝子工学及びナノテク等に関して、各機関で分野は異なるが共通的な研究課題

やツールを見かけ、また試験研究用機器も電子顕微鏡等の同種のものが散見された。 

そのような先端的かつ複数の機関が共通して扱う技術・課題に関しては、例えば各試

験研究機関の横断的なプロジェクトチームを作って専門的な研究を行うとか、または、

特定の機関に集約して担当させ、技術、人材を結集してより高度な研究に特化すること

により、研究分野の重複が避けられ、高額な試験研究用機器の投資も節減でき、結果と

して高い研究成果の期待ができるのではないかと思われるので、その可能性を検討され

たい。 

 

(2) 関連する分野の共同化 

近年異業種分野の交流が活発化し、様々な分野で共同化が見られる。群馬県でも新政

策課科学技術振興室の主導で８試験研究機関の連携強化に取り組み、徐々に実績が上が

っており、具体的な研究成果も出始めている。農業技術センターでも現在連携の実績が

徐々に成果を上げているところであるが、他の機関との情報交換等によってさらに積極

的に取り組むことが望まれる。 

 

(3) 各種情報の共有化 

県立８試験研究機関の保有する情報は膨大なものがあり、その中には相互利用可能な

ものも相当数あると思われるが、現在は各機関の内部でのみ利用可能の状態である。 

同じ県の試験研究機関なのであるから、情報は共有化し、有効に活用してもらいたい。

取り組みの一例としては、県立８試験研究機関の連絡会（情報交換検討委員会）で試験

研究用機器のデータベース化が完了し、相互利用が可能な状態になったことがあげられ

る。現在まだ利用は少ないが、機器購入予算がますます厳しくなり、緊縮予算が進行す

る中で貴重な研究資源を有効利用する意味から、今後相互利用の活発化が望まれる。 

 

(4) 県立８試験研究機関間の人事交流の促進 

異なった研究機関でもかなり共通している研究分野があり、県立８試験研究機関間の

人事交流が可能と思われる。まったく異なる見地、経験から研究に取り組むことは研究

の活性化、新機軸の開発等につながると思われるので、検討に値すると思われる。 

（参照 各試験研究機関に共通する監査結果 1－41 頁） 
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４４ 農業技術センターの今後のあり方について（共通） 

研究資源は限られたものであり、また、研究予算は厳しい経済事情及び県の財政状態

を考慮すれば今後ますます削減されることが予想される。そのような状況の中で農業技

術センターの今後の運営は①効率性の追求、②行政としての公正性、公平性の確保及び

③他の研究機関との連携強化が求められると思われる。 

（現状及び課題） 

農業技術センターに現状と課題について質問したところ、以下の回答を得た。 

(1) 農業研究の方向について 
農業研究は農業現場の課題やニーズに対応した研究体制と研究推進が必要である。研

究開発の内容は、食の安全や環境負荷に配慮した栽培技術の確立が求められ、また、そ

の生産物は消費者・実需者から商品として評価される必要がある。今日、求められる農

業研究は、単に栽培技術だけでなく、高付加価値化や流通販売まで包含した体系化・総

合化された技術として確立していく必要があり、そうでないと農業経営の現場での効果

的利用が難しい。 
 
(2) 研究領域別の研究方向について 
① 園芸研究の推進方向（現状では本所） 
群馬県農業の中で、園芸農業のウエイトが高まっているが、園芸は品目が多く、技

術開発において、関連する周辺研究が多くなっている。また、開発技術が農業現場で

利用されるためには、体系化・総合化が重要になっていることから、園芸研究に関し

ては研究ニーズが山積しており、強化して取り組むべき分野である。 
② 普通作物研究の推進方向（現状では前橋研究拠点） 
群馬県の水田は二毛作体系に特色があり、食料供給の重要な生産基盤である水田機

能を維持することが大きな課題である。今後、水田利用の多様化の研究強化が必要で

あり、園芸作物や飼料作物と組み合わせた水田農業、園芸や畜産との複合経営の展開

など、地域農業の視点に立った総合研究を進める必要がある。 
③ 農産加工研究の推進方向（現状では前橋研究拠点） 
梅やこんにゃくなど加工原料となる本県農産物は付加価値を高める商品開発が求め

られている。また、この開発された製品が商品として市場で流通するまでには、その

製品の製造や販売など様々な要素が関連し、こうしたノウハウや製造施設を有する民

間等との連携を強化する必要がある。 
④ 横糸（共通的）研究分野の推進方向 
ア 経営流通研究（現状では本所） 
産地育成や直売所の経営などにおいてマーケティングが重要であり、それぞれの

経営体の経営管理の重要性が増している。また、新品種育成や新技術等の開発にお

いては、市場性の評価が不可欠で、経営流通研究の役割は増していることから、こ

うした領域を強化していく必要がある。 
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イ 機械施設研究（現状では前橋拠点） 
機械施設研究は、すでに園芸部門にシフトしているが、今後、特に施設園芸の栽

培研究と一体になって省力化や快適化等の技術開発、開発した技術等の作業時間・

作業性などの評価を進め、現地適応性を高めた技術として体系化していく必要があ

る。 
ウ 土壌環境研究（現状では前橋拠点） 

環境に優しい農業技術の開発は、すべてに共通する課題となっている。安全な農

産物の生産と環境負荷の少ない土壌環境のための研究などが重要になっていること

から、作物（普通作物・園芸作物）と関連した資源循環型土壌環境研究を強化して

いく必要がある。 
エ 病害虫研究（含む発生予察研究：現状では本所と前橋拠点） 

本県の農産物は多品目であり、食の安全安心等に関する研究ニーズも多様である。

食の安全安心や環境問題等から、農薬を出来るだけ減じた栽培が強く求められてい

る。このため、農薬の使用を減らす農業技術の開発を強化していかなければならな

い。 
 

（問題点） 

農業技術センターから得られた回答だが、今後のあり方と研究方向について、各々的を

射ているものと思う。 

ただ、今回の包括外部監査の過程を通じて、それらの有益な研究を行うため、限られた

研究資源を如何に効率的に運営し、県民の負託に応えていくかという視点が求められるよ

うに感じられた。 

 

（改善策） 

研究資源は限られたものであり、また、厳しい経済事情及び県の財政状態を考慮すれば

今後ますます削減されることが予想される。そのような状況の中で農業技術センターの今

後の運営はどうあるべきか、という点についてはこれまで述べてきたことであるが、これ

を整理すると次のとおりである。 

(1) 効率性の追求について 

限られた研究資源を効率的に運用することが絶対的に求められる。そのためには、費

用対効果を尺度として考えられるあらゆる手段に用いることが必要である。次の点につ

き留意されたい。 

① 競争的資金の獲得等による外部資金の導入によって研究の活性化を図る。 

② 評議会（試験研究機関運営の諮問会）を設置し、運営管理に有識者や民間出身者の

参加及び活用を図ることによって視野の拡大、効率的な運営の追求、幅広い県民の意

見の採用を目指す。 

③ 人事の活性化・流動化による研究業務の活性化を図る。 

④ 研究職員の育成のための方策を検討する。 
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⑤ 業務の効率化を図る。業務の見直しによって、臨時・嘱託職員の活用、機械化の推

進、アウトソーシング化の検討等、抜本的に業務の効率化に取り組む必要がある。 

⑥ 研究計画の策定及び進捗管理を適切に行い、試験研究作業の効率性の向上を図る。 

また、依頼試験や受託研究についても、案件ごとに要する工数の実績集計を行い、

研究計画や実態分析を科学的に行う。工数集計についてはデータベース化を図り、更

なる活用をすることが望まれる。 

⑦ 光熱水費の削減についても更なる努力が求められる。 

 

(2) 行政としての公正性、公平性の確保 

農業技術センターは県の試験研究機関であり、県行政組織として公正性、公平性を確

保するとともに県民の負託に応えるため、説明責任を充実していくことが必要となる。

これまで以上に、県民に対するサービス提供の質、内容等の状況、財務の状況、効率化

の努力等が説明されなければならない。その観点から以下につき検討されたい。 

① 研究課題の選定から研究成果の評価に至るまでの一連のプロセスにつき、見直しを

して公正性、公平性に欠ける点がないかチェックすることが必要である。農業技術セ

ンターの場合にも、事後評価について外部評価の視点が欠落しているので、改善する

必要がある。また、その内容をインターネット等により公表する必要がある。 

② 行政コスト計算書の作成及び活用を図り、県民にとっての研究資源がどのように使

われているかを明確に開示する必要がある。 

③ 研究課題ごとの行政コスト計算も重要な要素である。各研究課題にどれだけの研究

資源を投入し、どのような成果が得られたかを開示することによっていわゆる「費用

対効果」の説明責任を果たすことになる。 

 

(3) 研究成果の普及について 

研究成果の普及に関しては、インターネットを活用した研究成果の迅速な普及は今後

取り組むべき重要課題であると思われるので検討されたい。 

 

(4) 研究成果の追跡調査 

研究成果に関しては、県の経済にどれだけ貢献したかを追跡調査の上、何らかの形で

金額評価し、公表することが有益であると思われるので検討されたい。 
（参照 各試験研究機関に共通する監査結果 1－43 頁） 


